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介護保険特別会計 1,356,585

公共下水道事業特別会計 328,380

合　　計 9,100,732 9,098,607 2,125

後期高齢者医療特別会計 158,660 118,878 39,782

一般会計・特別会計の当初予算の規模

対前年度
増減率

▲ 1.0

▲ 0.9

25.4漁業集落排水事業特別会計 54,061 43,127

一般会計 5,670,000

国民健康保険特別会計 1,533,046

　予算とは、皆さんの税金を1年間どのように使い、町を維持発展させていく
のかを決めているものです。予算は歳入（収入部門）と歳出（支出部門）の2
つから構成されています。
　本町には、一般会計と5つの特別会計があります。一般会計では町の基本的
な経費を経理し、特別会計では、特定の事業に係る経費を一般会計とは区別し
て経理しています。
　下の表は令和2年度と令和元年度の各会計の予算総額を比較した表になって
います。
　
　令和2年度の全ての会計を合算した予算額は91億73万2千円と、令和元年度よ
り212万5千円増額となっています。
　一般会計においては、令和元年度と比較すると6千万円の減額となっていま
す。
　特別会計においては、令和元年度と比較すると、漁業集落排水事業特別会計
では漁業集落排水施設の機能保全計画策定事業等のため1,093万4千円の増額、
後期高齢者医療特別会計では、新たに保健事業を開始すること等により3,978
万2千円の増額となっています。

（単位：千円、％）

会計の名称 令和2年度

※表中における係数は、表示単位未満四捨五入のため計とは一致しない場合があります。
　（次頁以降の表、グラフ等についても同じ）

令和元年度
対前年度
増減額

320,183 8,197

5,730,000 ▲ 60,000

1,339,290 17,295

1,547,129 ▲ 14,083

10,934

1.3

2.6

33.5

0.0
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▲ 6.7

　ここでは歳入（収入部門）について、令和2年度と令和元年度との比較を掲載
しています。歳入は町民の皆さんから納めていただく税金、国や県から交付され
るお金、町の貯金（基金）からの取り崩し、借入金などで構成されています。

　納めていただく税金については、令和元年度に比べて増額となっています。
　保育園負担金や住宅使用料などについては、令和元年度と比較して減額となっ
ていますが、令和元年10月からの幼児教育・保育の無償化により保育園等利用者
負担金が減額となったことによるものです。
　国や県からの町事業への負担・補助金については、保育所等整備事業に対する
補助金等の減額により減額となっています。
　町の貯金の取り崩しについては、財政調整基金からの取り崩しの減額により減
額、借入金については、庁舎エアコン整備事業に係る借り入れのため増額となっ
ています。

合　　計

312,500 61,700 19.7

157,980 151,292

5,670,000 5,730,000 ▲ 60,000

1.4

36,291 ▲ 8,324 ▲ 22.9

1,022,605 14,0561,036,661

27,967

484,342 ▲ 34,564

374,200

１　納めていただく税金
　　（１）

３　保育園負担金や住宅使用料
　　など
　　（１３～１４）

２　国や県から交付されるお金
　　（２～１２）

４　国からの町事業への
　　負担・補助
　　（１５）

５　県からの町事業への
　　負担・補助
　　（１６）

６　町の貯金の取り崩し
　　（１９）

７　借入金
　　（２２）

407,421

728,753

一般会計の歳入の明細

歳入の内訳
（　）書きは款の番号

令和2年度 令和元年度
対前年度
増減額

対前年度
増減率

（単位：千円、％）

2,452,676 2,441,773 10,903 0.4

８　その他の歳入
　　（１７、１８、２０、２１）

▲ 16.0▲ 77,346

761,866 ▲ 33,113 ▲ 4.3

▲ 1.0

6,688

484,767

4.4

518,906
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一般会計の歳出の明細（目的別）

歳出の内訳
（　）書きは款の名称

令和2年度 令和元年度
対前年度
増減額

対前年度
増減率

　このページと次のページは歳出の内容を掲載しています。歳出は「目的別」と
「性質別」に区分することで、より分かりやすいものになります。
　
　目的別で見ると、「2　管理費全般、徴税、戸籍等」については、庁舎エアコ
ン整備事業のため増額、「3　社会・老人・児童福祉等」については、保育所等
整備事業の減額により減額、「9　消防、防災等」については、第3分団屯所の移
転新築事業のため増額、「10　小中学校管理、社会教育等」については、階上中
学校グラウンド照明改修事業の減額により減額となっています。
　歳出の内容はさらに個別に後のページで説明いたします。

（単位：千円、％）

１　議会の活動
　　（議会費）

85,535 ▲ 0.7

２　管理費全般、徴税、戸籍等
　　（総務費）

1,198,504 1,105,755 92,749

７　商工業振興、観光等
　　（商工費）

▲ 4.0

５　労働
　　（労働費）

8

8.4

３　社会・老人・児童福祉等
　　（民生費）

▲ 3.6

304,482

34,655 38,426

640,555

９　消防、防災等
　　（消防費）

38,181

14　予備のお金
　　（予備費）

28,328 18,075 10,253

▲ 632

４　保健衛生、環境衛生等
　　（衛生費）

350,212 ▲ 13,052

0

575,171

1,628,812 1,757,732 ▲ 128,920

86,167

8,780

10　小中学校管理、社会教育等
　　（教育費）

11　災害復旧
　　（災害復旧費）

73 80 ▲ 7

13　基金への積立
　　（諸支出金）

▲ 23,596

21

56.7

▲ 8.8

599,419 ▲ 24,248

▲ 7.3

2.9

2.0

▲ 3,771

28,306 9,875

21 0

合　　計 5,670,000 5,730,000 ▲ 60,000 ▲ 1.0

363,264

8

12,569

▲ 9.8

0.0

12　町の借金の返済
　　（公債費）

764,114 787,710 ▲ 3.0

34.9

８　道路維持、道路新設等
　　（土木費）

653,124

0.0

６　農業、林業、水産業等
　　（農林水産業費）

313,262

3



843,064 803,270

（単位：千円、％）

5.0
１　職員給料や議員報酬等
　　（人件費）

39,794

一般会計の歳出の明細（性質別）

歳出の内訳
（　）書きは性質の名称

令和2年度 令和元年度
対前年度
増減額

　「1　職員給料や議員報酬等」について、会計年度任用職員制度開始の影響に
より増額、「2　福祉・教育への援助経費」については、令和元年10月からの幼
児教育・保育の無償化の影響により増額となっています。

対前年度
増減率

５　災害復旧経費
　　（災害復旧事業費）

73 80 ▲ 7 ▲ 8.8

３　借入金返済
　　（公債費）

1,061,626 55,812

▲ 23,596

5.3

764,114 787,710

２　福祉・教育への援助経費
　　（扶助費）

▲ 3.0

1,117,438

４　道路や建物の建設等
　　（普通建設事業費）

①　義務的経費（１～３の計） 2,724,616 2,652,606 72,010 2.7

584,937 684,201 ▲ 99,264 ▲ 14.5

▲ 99,271

▲ 2.4▲ 2,513

６　業務委託や建物の光熱水費等
　　（物件費）

▲ 20,416 ▲ 3.7

924,756 975,465 ▲ 50,709 ▲ 5.2

▲ 14.5

5.0

0.0

17,090 22,260 ▲ 5,170

35,915

▲ 23.2

0 100 ▲ 100 ▲ 100.0

752,508 716,593

1
９　基金への積立
　　（積立金）

2,622

585,010

11　奨学金の貸付等
　　（貸付金）

12　特別会計への繰出
　　（繰出金）

10　他団体への出資等
　　（投資及び出資金）

684,281

102,010 104,523

2,623

②　投資的経費（４～５の計）

８　各団体への負担金や補助金等
　　（補助費等）

533,059 553,475

７　施設や道路の維持経費等
　　（維持補修費）

▲ 1.0

13　予備費 28,328 18,075 10,253 56.7

▲ 1.4③　その他の経費（６～13の計）

▲ 60,000

2,360,374 2,393,113 ▲ 32,739

合　　計
（①～③の合計）

5,670,000 5,730,000
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国県支出金 その他 一般財源 一般財源のうち社会保障財源分
の地方消費税交付金

社会福祉事業 395,617 256,971 1,871 136,775 16,788

老人福祉事業 6,926 497 0 6,429 789

児童福祉事業 758,359 560,378 1,757 196,224 24,085

小　計 1,160,902 817,846 3,628 339,428 41,662

国民健康保険事業
　（繰出金）

160,012 74,656 0 85,356 10,477

介護保険事業
　（繰出金）

226,519 16,117 0 210,402 25,826

後期高齢者医療事業
　（繰出金）

188,259 32,440 0 155,819 19,126

小　計 574,790 123,213 0 451,577 55,429

保健衛生事業 124,741 10,703 8,865 105,173 12,909

小計 124,741 10,703 8,865 105,173 12,909

1,860,433 951,762 12,493 896,178 110,000

※地方消費税交付金（社会保障財源分）は、各事業に要する一般財源の比率に応じて按分しています。

合計

社会保障施策に要する経費

社
会
福
祉
分
野

社
会
保
障
分
野

（単位：千円）

事業名 予算額

財源内訳

　平成26年4月1日より、消費税率（国・地方）が5％から8％へ、さらに令和元年10月
1日からは10％へ引き上げられています。この引き上げ分については、社会保障施策
に要する経費に充当することとされています。

【歳入予算額】　地方消費税交付金　　　　　　210,000千円
　　　　　　　　うち、社会保障財源分　　　　110,000千円

【歳出予算額】　社会保障施策に要する経費　1,860,433千円
　　　　　　　　（職員人件費、国県支出金返還金は除く）

5



２　都市的活動を支える道路・交通の整備

３　豊かな暮らしを支える生活基盤の整備

４　自然と共生する生活環境の整備

５　暮らしを守る安全と安心の確保

１　新しい魅力づくりによる農林水産業の振興

２　時代に対応した商工業の振興

３　町の魅力を高める地域ブランドの創出

４　地域資源を活用した観光の振興

５　働きやすい環境の整備

１　豊かな生活を支える健康づくりの推進

２　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

１　豊かな心と個性を育む教育の充実

２　生きがいのある生涯学習の推進

３　地域に根ざした文化・スポーツの振興

１　協働によるまちづくりの推進

２　まちづくり地区計画の推進

１　町民参加の推進

２　男女共同参画社会づくりの推進

１　町民に開かれた行財政の推進

２　ＳＤＧｓの理念を踏まえた行財政の推進

１　快適な生活を支える都市基盤の整備

第５次総合振興計画の施策の大綱の体系図

　これから先は、一般会計の歳出予算を「令和２年度は主にどのように

使っていくか」を説明します。下の表は、町の第５次総合振興計画の基本

構想に盛り込まれた項目の体系図で、事業の説明欄の下段にはこの体系図

基本目標

における位置付けも記載しています。

基本方向将 来 像

４　未来を担う人
　　づくり

心
豊
か
で
安
全
安
心
な
暮
ら
し
と
　
活
力
あ
ふ
れ
る
地
域
を
　
み
ん
な
で
つ
く
る
　
は
し
か
み
　
N
e
w
 
e
r
a
 
p
l
a
n

１　快適で安心して
　　暮らせるまちづ
　　くり

基本理念

５　協働によるまち
　　づくり

３　ともに生き支え
　　合う健康・福祉
　　のまちづくり

２　地域資源をいか
　　した活力あふれ
　　る産業づくり

６　町民参加による
　　まちづくり

ゆ
め
　
み
ら
い
　
心
と
き
め
く
　
ふ
る
さ
と
づ
く
り

７　開かれた行財政
　　づくり
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項 国
県
債
他
一

成果目標

○○○○

主要施策の見方

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容

ます。下の表はその事業を説明するための表になっていて、ここではそ

す。項目の中身を事業ごとに分けて作成したのが、この資料になってい

　ここでは、後のページから掲載している主要施策の見方を説明します。

　歳出予算は大きな項目で分かれていて、その項目の中に事業がありま

の表の見方について説明をします。

この欄は、その事業の内容について説明しています。その事業が何を目的に実施するものである
のかや、事業の期間としてどれくらい実施されるのかなどを説明したものです。

○○○○

④　事業の内容

目

説明書頁

この欄は、その事業が第５次総合振興計画の基本構想のどこに位置付けられているかを示す欄で
す。

③　事業費

【○○】 基本方向

⑤　成果目標

この欄は、事業が継続して実施されている事業か、新規で実施する事業か、これまでの内容を拡
充して実施する事業かの区分を示すため、「継続」、「新規」、「拡充」で表示しています。

１．○○費

この欄は、その事業に係る予算額を千円単位で掲載しています。また、財源内訳は、この事業に
国のお金や県のお金などをいくら充てているかを掲載しています。
　「国」･･･国庫支出金、「県」･･･県支出金、「債」･･･町債（借入金）
　「他」･･･その他の財源、「一」･･･一般財源

⑥　第5次総合振興計画リンク欄

○○○○○○

この欄は、その事業を実施し、何を成果とするのかを説明しています。

○○

②　区分

この欄には事業の名称、予算書の項と目、予算に関する説明書の掲載ページと担当課について説
明しています。

１．○○費

①　主な事業名

○○○

第５次総合振興計画リンク覧
○○ 基本目標

(財源内訳)
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１款　議会費

主要施策
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１款　議会費

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

【議会事務局】 468 基本方向

説明書頁

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標
基本方向

基本方向

第５次総合振興計画リンク覧

7　開かれた行財政づくり
1　町民に開かれた行財政の推進

基本目標 7　開かれた行財政づくり

基本目標 7　開かれた行財政づくり

2泊3日の日程で他市町村を視察する
ための町議会議員の旅費等に係る経
費。

・議会運営への反映
・議会活性化への反映

1　町民に開かれた行財政の推進

第５次総合振興計画リンク覧

議員報酬等

主な事業名 区分

【議会事務局】

継続

説明書頁 19

1 議会費目

1 議会費

1 議会費目

議会だより作成
（印刷製本費）

1 議会費

目 1 議会費

継続
1 議会費

説明書頁

【議会事務局】

成果目標事業費(千円)

65,164

事業の内容

基本目標

議長、副議長及び12人の議員報酬、
期末手当及び共済会に係る経費。

1,528

19

第５次総合振興計画リンク覧

19

町議会議員視察
研修

継続

468

平成23年度から3か月に一度発行し
ている議会だよりの印刷製本に係る
経費。

・議会活動等の住民への周知
・誌面の充実
・年4回の発行
・ホームページへの掲載

1,528

基本方向 1　町民に開かれた行財政の推進

基本目標
基本方向

第５次総合振興計画リンク覧

・議員報酬　38,844千円
・期末手当　12,431千円
・共済会  　13,889千円

(財源内訳)

65,164

(財源内訳)

(財源内訳)

基本目標
基本方向

第５次総合振興計画リンク覧

10



２款　総務費

主要施策
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２款　総務費

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

広報紙等配布謝
金

継続

目

1 一般管理費

15,176

目

事業の内容

基本方向

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標 7　開かれた行財政づくり

成果目標

町長の給料、手当及び共済組合に係
る経費。

1　町民に開かれた行財政の推進

・町長給料　　　　 8,295千円
・町長期末手当　　 2,655千円
・町長退職手当組合 2,037千円
・町長共済組合　　 2,100千円
・その他手当　　　　  89千円

主な事業名 区分 事業費(千円)

目

20

(財源内訳)
1 総務管理費

【総務課】 15,176

町長給与

継続

1　町民参加の推進

基本目標 7　開かれた行財政づくり

説明書頁

・会の自主運営の促進
・交流会等の開催
・東京等でのイベントの協力
・会員の募集

3,468

19行政区の区長に対する報償金。報
償金は、1区長につき均等割額（15
万円）と世帯数に応じた世帯割額の
合算額。

1 総務管理費

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 20 基本目標 7　開かれた行財政づくり

588

1,674 各種研修会等への参加に係る経費と
国や他の自治体の行政情報を迅速に
取得するための行財政情報サービス
の利用と自治体情報誌の購読に係る
経費。

基本方向 1　町民参加の推進

第５次総合振興計画リンク覧
6　町民参加によるまちづくり説明書頁 21

継続

【総務課】 1,673

・職員の資質向上
・職員の専門的、技術的な知識等
　の習得
・行政サービスの向上
・研修受講率　50％(財源内訳)

副町長給与

継続

12,102 副町長の給料、手当及び共済組合に
係る経費。

・副町長給料　　　  6,578千円
・副町長期末手当　  2,105千円
・副町長退職手当組合  1,616千円
・副町長共済組合　  1,714千円
・その他手当　　　　   89千円

1 総務管理費

(財源内訳)

1 一般管理費

1 総務管理費

【総務課】 12,102 基本方向 1　町民に開かれた行財政の推進

基本目標

区長報償金

(財源内訳)継続

目

【総務課】

1 一般管理費

基本方向

第５次総合振興計画リンク覧

職員能力向上対
策事業費

継続

・行政から地域住民への周知、
　協力等の依頼
・地域住民からの要望等の伝達
・地域住民と行政との連絡調整
・区長会議　3回

3,468

平成22年度に設立したふるさとはし
かみ会の運営に係る経費。会へは補
助金を交付し、会員の募集や情報の
発信などを行ってもらう。

説明書頁

第５次総合振興計画リンク覧

基本方向 1　町民に開かれた行財政の推進

21 1 基本目標 7　開かれた行財政づくり

目 1 一般管理費

説明書頁 21 基本目標 6　町民参加によるまちづくり

(財源内訳)
1 総務管理費

ふるさとはしか
み会事業費

1 一般管理費

【総務課】 588

22

【総務課】 1,590 基本方向 1　町民に開かれた行財政の推進

説明書頁

1,590 毎月発行している広報はしかみ等の
配布に係る19行政区等への謝金。

・広報紙等の適正な配布
・広報紙等配布　12回

(財源内訳)
1 総務管理費

目 2 文書広報費

第５次総合振興計画リンク覧
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２款　総務費

事業の内容 成果目標主な事業名 区分 事業費(千円)

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

庁舎エアコン設
置事業

新規

171,600 暑さ対策及び老朽化したボイラーに
よる床暖房を廃止し、冷暖房機能を
搭載したエアコンを設置する。

・設計監理委託料　11,440千円
・設置工事　　　 160,160千円

・来庁者サービスの向上
・職場環境の改善
・工事完了　3月

(財源内訳)
1 総務管理費

目 4 財産管理費

128,600 第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 23 基本目標 7　開かれた行財政づくり

【総務課】 43,000 基本方向 1　町民に開かれた行財政の推進

1　町民に開かれた行財政の推進基本方向

(財源内訳)
1 総務管理費

目 2 文書広報費 290
第５次総合振興計画リンク覧

継続

説明書頁 22 基本目標 7　開かれた行財政づくり

【総務課】 0

1 総務管理費

(財源内訳)

744

7　開かれた行財政づくり基本目標1

(財源内訳)

1　町民に開かれた行財政の推進

基本方向 1　町民に開かれた行財政の推進

・適正なシステムの運用・管理
・町民への条例等の周知

町の例規管理システムに係る管理経
費。広く周知し閲覧できるよう、町
ホームページに掲載している。

1,733

【総務課】

【総務課】 5,511

毎月発行している広報はしかみの作
成に係る経費。財源のその他は、広
報紙への広告掲載による収入を見込
む。

目

基本方向 1　町民に開かれた行財政の推進

ホームページシ
ステム管理費
（委託料）

290 年6回発行される県民だよりと、年4
回発行される県議会だよりの配布に
係る19行政区等への謝金。

・県民だより、県議会だよりの
　適正な配布
・県民だより配布　6回
・県議会だより配布　4回

1 総務管理費

継続

県民だより配布
謝金・県議会だ
より配布謝金

6,666 庁舎等敷地の賃貸借契約の更新及び
指定避難所となっているハートフル
プラザ・はしかみの敷地の取得に備
え、用地測量、不動産鑑定を行う。

・適正な施設の管理
・事業完了　7月

(財源内訳)
1 総務管理費

目 4 財産管理費

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁

743

・適正なシステムの運用・管理町のホームページシステムの管理に
係る経費。町内外に町の情報をより
わかりやすく発信する。

目 2 文書広報費

【総務課】

22

第５次総合振興計画リンク覧

第５次総合振興計画リンク覧

(財源内訳)
81

・わかりやすい広報紙の作成
・年12回の発行
・ホームページへの掲載

例規システム管
理費

継続

第５次総合振興計画リンク覧

目 2 文書広報費

2 文書広報費

7　開かれた行財政づくり基本目標
1,733

22

説明書頁

説明書頁

基本方向

1 総務管理費

説明書頁 22 71

広報はしかみ作
成
（印刷製本費）

継続

用地測量委託
料・不動産鑑定
委託料

新規

5,663

基本目標 7　開かれた行財政づくり

23 基本目標 7　開かれた行財政づくり

【総務課】 6,666 基本方向 1　町民に開かれた行財政の推進
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２款　総務費

事業の内容 成果目標主な事業名 区分 事業費(千円)

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

・観光振興
・健康増進
・交通の混雑緩和
・環境への負荷低減
・設置時期　5月(財源内訳)

1 総務管理費

目 4 財産管理費

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 24 基本目標 2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり

自転車置場
（備品購入費）

新規

50

【総務課】 50 基本方向 4　地域資源を活用した観光の振興

7 電子計算機管理
費

庁舎内機器及び
ネットワーク管
理費

1 総務管理費

目

説明書頁 25 基本目標 6　町民参加によるまちづくり
基本方向

庁舎内で使用している住民情報、地
方税、財務等の機器及びネットワー
クに係る経費。

継続

24,407 ・ネットワーク、システム等の維
　持管理
・制度改正に伴うシステムの改修

595
(財源内訳)

1　町民参加の推進【総務課】

第５次総合振興計画リンク覧

23,812

6 防犯対策費

【町民生活課】

目

737

(財源内訳)

第５次総合振興計画リンク覧

基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

1 総務管理費

自転車を活用したまちづくりに関す
る取組を推進するため、サイクリス
ト用の自転車置場を庁舎敷地内に設
置する。

第５次総合振興計画リンク覧

目

安協階上支部補
助金

5　暮らしを守る安全と安心の確保

継続

462

・非行防止活動の推進
・明るく安全なまちづくり

(財源内訳)

(財源内訳)

基本目標

町防犯協会補助
金

5 交通安全対策費

【町民生活課】

説明書頁 基本目標

6 防犯対策費

24

1 総務管理費

462 基本方向

交通安全活動及び交通指導隊の活動
費に係る補助金。カーブミラー設置
に係る費用については1/2を助成し
ている。

・交通安全活動の推進
・交通弱者の保護
・交通事故の抑制

・行政区等の負担軽減
・防犯灯の適正維持管理

説明書頁 24

継続

【町民生活課】 737 基本方向

防犯球技大会や防犯弁論大会等の各
種防犯活動費及び防犯指導隊の活動
費に係る補助金。

防犯灯適正管理
事業費
（電気料）

継続

第５次総合振興計画リンク覧

1　快適で安心して暮らせるまちづくり

1 総務管理費

説明書頁

3,917

1　快適で安心して暮らせるまちづくり

目

24

行政区等で設置及び管理している防
犯灯の電気料。平成26年度より前年
度実績の全額を補助していたが、令
和元年度からは町が電気料を直接支
払っている。

基本方向 5　暮らしを守る安全と安心の確保

5　暮らしを守る安全と安心の確保

3,917

総務車
（備品購入費）

新規

3,420 平成21年度に購入した総務車を更新
する。

・迅速な行政サービスの確保
・車両の安全性の確保
・購入時期　6月

(財源内訳)
1 総務管理費

目 4 財産管理費

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 24 基本目標 7　開かれた行財政づくり

【総務課】 3,420 基本方向 1　町民に開かれた行財政の推進
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２款　総務費

事業の内容 成果目標主な事業名 区分 事業費(千円)

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

青森県自治体情報セキュリティクラ
ウドを県と市町村が利用し、協力し
て運用・保守を行う。

基本目標 6　町民参加によるまちづくり
基本方向 1　町民参加の推進

1 総務管理費

社会保障・税番号制度の運用に係る
委託料や地方公共団体情報システム
機構への負担金等の経費。

目

【総務課】

説明書頁 25

4,014

【総務課】

1　町民に開かれた行財政の推進

・適正な土地情報の管理

2,761

継続

879

7 電子計算機管理
費

1 総務管理費

(財源内訳)
11,326

県自治体情報セ
キュリティクラ
ウド利用負担金

社会保障・税番
号制度推進事業
費

(財源内訳)

879

継続

目

説明書頁 25

8 社会保障・税番号
制度推進事業費

8,818 平成25年6月に供用を開始した東部
地区の光ケーブルの維持管理に係る
経費。東部地区は町が、西部地区は
ＮＴＴが管理する。
通信事業者等負担金については、東
部地区の加入率が15%未満で75%、
15%以上で100%返還される。

・施設の維持管理
・令和3年3月加入率　37％
　（参考）平成29年3月　33.2％
　　　　　平成30年3月　35.3％

第５次総合振興計画リンク覧

継続

1 総務管理費

説明書頁 25

目 9 光ケーブル管理
費

650
基本方向 5　暮らしを守る安全と安心の確保

第５次総合振興計画リンク覧

・相談体制の確立による安心な生
　活環境の整備
・多重債務者等に対する相談窓口
　の案内

・情報セキュリティの強化

1　町民参加の推進

第５次総合振興計画リンク覧
6 基本目標 6　町民参加によるまちづくり

650 多重債務で困窮している町民が、消
費者信用生活協同組合の多重債務相
談窓口を利用し、生活再建相談事業
及び債務整理資金・生活再建資金の
貸付事業を活用できるよう、町が金
融機関に資金を預託する。

0
1　快適で安心して暮らせるまちづくり

第５次総合振興計画リンク覧

16,840

(財源内訳)

基本目標

(財源内訳)

基本目標

基本目標

第５次総合振興計画リンク覧

1　快適で安心して暮らせるまちづくり

【総務課】 4,804

説明書頁 26

【町民生活課】

1 総務管理費

地籍管理システ
ム管理費

継続

基本方向

2,761

目 10 諸費

7　開かれた行財政づくり

5,508

・行政サービスの向上

基本方向

町制施行記念事
業費

新規

目 2 賦課徴収費

国土調査の成果を管理するためのシ
ステム管理と土地の分合筆や地目変
更などの加除修正等に係る経費。

多重債務整理資
金等貸付事業預
託金

(財源内訳)

2　都市的活動を支える道路・交通の整備基本方向

2 徴税費

【税務課】

光ケーブル管理
費

継続

説明書頁 27

【総務課】 1,663 基本方向 1　町民参加の推進

1,663 町制施行40周年を記念して、式典を
行うための事業費。令和2年5月23日
（土）開催予定。

・記念式典の開催

(財源内訳)
1 総務管理費

目 11 町制施行記念
事業費 第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁 26 基本目標 6　町民参加によるまちづくり
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２款　総務費

事業の内容 成果目標主な事業名 区分 事業費(千円)

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

528 令和2年度より、町県民税、固定資
産税、軽自動車税、国民健康保険税
の4税について、コンビニエンスス
トア等での納付が可能となる。

・納税者の利便性向上
・期限内納付率の向上

(財源内訳)
2 徴税費

目 2 賦課徴収費

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 28 基本目標 7　開かれた行財政づくり

コンビニ収納シ
ステム使用料

・適正な申告受付と課税

1,433

1　町民に開かれた行財政の推進

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標

(財源内訳)

・適正な戸籍情報の管理と提供
・窓口業務等の効率化

7,425 1　町民に開かれた行財政の推進

7　開かれた行財政づくり

1　町民に開かれた行財政の推進

6　町民参加によるまちづくり
1　町民参加の推進

基本目標
基本方向

基本目標

・各税収納率の向上
・滞納額の減少
・滞納者数の減少

第５次総合振興計画リンク覧

基本方向

説明書頁

7　開かれた行財政づくり

継続

第５次総合振興計画リンク覧

(財源内訳)

町税などの滞納及び滞納処分情報を
管理するためのシステムに係る経
費。

【町民生活課】

8,025

税滞納管理シス
テム管理費

申告受付支援シ
ステム管理費

継続

説明書頁 27

土地評価委託料

2 徴税費

固定資産税の適正な課税のために、
3年に1度の固定資産の価格を見直す
（評価替）こととなっており、その
固定資産の評価替のための委託費
用。

目 2 賦課徴収費

目

説明書頁

説明書頁

継続
2 徴税費

基本方向

目

2 徴税費

(財源内訳)

28

27

7,425

目 1 戸籍住民基本台
帳費

町県民税賦課のための所得申告受付
支援システムに係る経費。

8,025

3 戸籍住民基本台帳費

戸籍管理システ
ム管理費

継続

【税務課】 1　町民に開かれた行財政の推進

基本目標

新規

目 2 賦課徴収費

7　開かれた行財政づくり

【税務課】 3,079

3,079

27

528 基本方向

2 賦課徴収費

2 徴税費

(財源内訳)

・適正な土地の評価と課税

基本目標

継続

【税務課】

(財源内訳)

説明書頁

戸籍管理システムと戸籍副本データ
管理システムの管理に係る経費。

第５次総合振興計画リンク覧

第５次総合振興計画リンク覧

基本方向

・納税者の事務作業の軽減
・町の事務作業の軽減
・町の申告業務コストの削減

7　開かれた行財政づくり
1　町民に開かれた行財政の推進

939 地方税ポータルシステム「eLTAX」
を利用して、国税連携、年金特徴、
電子申告、共通納税の受付を行う。

【税務課】 1,433

29

基本方向

【税務課】 939

ＡＳＰサービス
管理費

2 賦課徴収費
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２款　総務費

事業の内容 成果目標主な事業名 区分 事業費(千円)

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 32 基本目標 5　協働によるまちづくり

【総合政策課】 2,090 基本方向 1　協働によるまちづくりの推進

蒼前集会所改修
工事

新規

2,090 施設の長寿命化のため、蒼前集会所
の屋根塗装等の工事を行う。

・改修工事完了　8月

(財源内訳)
7 企画費

目 2 集会所管理費

(財源内訳)

32

3 公共交通対策費

1,200

基本方向

(財源内訳)

目

3 戸籍住民基本台帳費

目

目

住民集会所の指定管理に係る経費。
指定管理者は町内会長等となってい
る。令和5年度まで債務負担行為を
設定。

1,200

(財源内訳)

基本目標

40,997 ・広報はしかみ等への利用促進記
　事掲載　1回
・年間利用者数　3万人

第５次総合振興計画リンク覧

40,997
1　快適で安心して暮らせるまちづくり
2　都市的活動を支える道路・交通の整備

基本目標
基本方向

基本目標

11

基本方向

1　協働によるまちづくりの推進

説明書頁 32

29

【町民生活課】 1　町民参加の推進1,867

継続
7 企画費

【総合政策課】

30

(財源内訳)

工業統計調査、海面漁業月別漁獲数
量調査、学校基本調査等の各種統計
調査実施に係る経費。令和2年度
は、5年ごとに実施される国勢調査
が予定されている。

1,867 居住関係を公証する住民基本台帳を
ネットワーク化し、全国共通の本人
確認ができる住民基本台帳ネット
ワークシステムの管理に係る経費。

・適正な個人情報の管理
・利便性の向上

コミュニティバ
ス・スクールバ
ス運行委託料

7 企画費

説明書頁

金山沢線、田代線、蒼前線、東部線
に係る運行経費。階上中学校用ス
クールバス運行分も含まれている。

【総合政策課】

継続

説明書頁

説明書頁

基本方向

第５次総合振興計画リンク覧
5　協働によるまちづくり

2 集会所管理費

・協定に基づいた住民集会所の管
　理運営による地域住民の集会の
　場の提供

住民集会所指定
管理委託料

2 統計諸費

継続

7,017

5 統計調査費

基本目標
第５次総合振興計画リンク覧

【総合政策課】

目

各種統計調査費

7,028

1　町民参加の推進

2 住民基本台帳ネッ
トワーク事業費

住民基本台帳
ネットワークシ
ステム管理費

継続

・学校基本調査
　基準日5月1日、調査完了5月8日
・工業統計調査
　基準日6月1日、調査完了7月17日
・国勢調査
　基準日10月1日、調査完了11月24日
・海面漁業月別漁獲数量調査
　基準日毎月末日、調査完了翌月15日

ふるさと応援寄
附金推進事業費

第５次総合振興計画リンク覧
6　町民参加によるまちづくり

継続

2,566 ふるさと納税をされた方への返礼品
と、利便性向上のためふるさと納税
ポータルサイトを活用するための経
費。

・適正な寄附金の採納
・全国に町の魅力発信

目 1 企画総務費

6　町民参加によるまちづくり

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 31

(財源内訳)
7 企画費

基本目標 7　開かれた行財政づくり

【総合政策課】 2,566 基本方向 1　町民に開かれた行財政の推進
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２款　総務費

事業の内容 成果目標主な事業名 区分 事業費(千円)

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

【総合政策課】

7 企画費

目

協働のまちづく
り支援事業費補
助金

4 協働のまちづく
り事業費

説明書頁 32

地区計画推進交
付金

説明書頁 32

7 企画費

(財源内訳)

3,268

(財源内訳)

(財源内訳)

継続

343,441

600 基本方向 2　まちづくり地区計画の推進

600 協働のまちづくり事業実施団体に対
する補助金。

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標 5　協働によるまちづくり

基本目標

1　快適で安心して暮らせるまちづくり基本目標
基本方向 2　都市的活動を支える道路・交通の整備

説明書頁 32

7 企画費

目 3 公共交通対策費

地方バス路線維
持対策費補助金

3,268

目 4 協働のまちづく
り事業費

7　開かれた行財政づくり

【総合政策課】 343,441

目 7 広域行政費

33

八戸地域広域市
町村圏事務組合
負担金

継続

説明書頁

基本方向
基本目標

・地域住民の連携強化による各地
　区の地区計画の推進

共育型インター
ンシップ応援助
成金

381 学生が地域に泊まり込み、地域等が
抱えている課題やその解決方法など
を、学生ならではの発想力で検討し
てもらうため、交通費や宿泊費をそ
の学生に助成する。

・受入学生　2人

75 重要な資源である国土を、地域の実
情に応じ計画的総合的に有効利用す
るため、町内における国土利用の方
向を示す「第5次階上町国土利用計
画」を策定する。

継続

第５次総合振興計画リンク覧

2,510 基本方向 2　まちづくり地区計画の推進

第５次総合振興計画リンク覧

・それぞれの地域の持つ個性や環
　境、伝統などを生かし、地域住
　民が自主的に取り組み、行う事
　業の促進

(財源内訳)

5　協働によるまちづくり

新規

1　町民に開かれた行財政の推進

・消防、し尿処理、ゴミ処理等の
　事務の共同処理
・広報はしかみへの事業内容の記
　事掲載　6回

【総合政策課】 381 基本方向 1　町民参加の推進

国土利用計画策
定審議会委員報
酬

新規

【総合政策課】

7 企画費

継続

【総合政策課】

2,510 まちづくり地区計画の推進のため、
世帯数の区分に応じて各行政区等に
対し、交付金を交付する。

路線バスの国庫補助路線と赤字路線
に対する運行維持のための補助金。
令和2年度は、路線バスの運行状況
等をインターネットで検索できるバ
スロケーションシステム導入に係る
費用も補助する。

・バス路線の維持
・広報はしかみ等への利用促進記
　事掲載　1回

第５次総合振興計画リンク覧

八戸地域広域市町村圏事務組合で
行っている消防、し尿処理、ゴミ処
理等に対する負担金。

(財源内訳)
7 企画費

目 6 土地対策費

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 33 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

(財源内訳)
7 企画費

目 5 自治振興費

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 33 基本目標 6　町民参加によるまちづくり

【総合政策課】 75 基本方向 1　快適な生活を支える都市基盤の整備

・総合的かつ計画的な町土の利用
・審議会（諮問）　8月
・パブリックコメント、県協議
　8月
・審議会（答申）　10月
・議会への報告及び公表　12月

18



２款　総務費

事業の内容 成果目標主な事業名 区分 事業費(千円)

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

説明書頁 34 212 基本目標 5　協働によるまちづくり

【総合政策課】 1 基本方向 1　協働によるまちづくりの推進

213 青森県の津波浸水想定区域内に立地
しており、老朽化の著しい小舟渡集
会所の移転新築に係る用地取得のた
め、不動産鑑定を行う。

・不動産鑑定評価完了　6月

(財源内訳)
7 企画費

目 11 小舟渡集会所
整備事業費 第５次総合振興計画リンク覧

基本目標 ７　開かれた行財政づくり

【総合政策課】 103

【総務課】 270 基本方向

空き家等の適正な管理及び有効活用
を推進する。空き家等の有効活用の
ための対策として、空き家バンク取
引仲介手数料補助金、空き家バンク
成約奨励金等を対象となる方に交付
する。

・特定空家件数　0件
・空き家バンク制度登録件数　2件
・空き家バンク制度マッチング件数　2件
・町外者への空き家適正管理チラシ送付
　1回
・広報はしかみへの空き家適正管理の記事
　掲載　1回
・広報はしかみへの空き家バンク制度記事
　掲載　1回

(財源内訳)
7 企画費

目 10 空き家等対策
事業費

小舟渡集会所整
備事業

新規

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 33 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

【総合政策課】 1,209 基本方向 5　暮らしを守る安全と安心の確保

空き家等対策事
業費

継続

1,209

地方創生推進事
業費

継続

103 地方創生の充実かつ強化に向け、切
れ目ない取組を進めるため、ＰＤＣ
Ａサイクルにより事業の評価を行
う。

・階上町まち・ひと・しごと創生総
　合戦略の推進
・一次評価　6月
・二次評価　7月
・有識者会議への二次評価（案）の
　報告　8月
・二次評価の決定　8月
・議会への報告及び公表　9月

8 地方創生費

目 2 地方創生推進事
業費 第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁

基本方向 １　町民に開かれた行財政の推進

(財源内訳)

34

(財源内訳)

5　暮らしを守る安全と安心の確保

地域消防防災強
化事業費

継続

270 地域の消防・防災力強化のための事
業を行う。

・地域の消防防災力の強化

1　快適で安心して暮らせるまちづくり

8 地方創生費

目

第５次総合振興計画リンク覧

1　町民に開かれた行財政の推進

4,735 八戸圏域連携中枢都市圏連携事業で
あるドクターカー運行、安全・安心
情報発信、障害支援区分判定審査事
務、南郷そば振興センター共同利用
などの事業に係る経費の負担金。

・八戸圏域連携中枢都市圏ビジョ
　ンの推進
・広報はしかみへの記事掲載
　6回
・ホームページ更新　4回(財源内訳)

八戸圏域連携中
枢都市圏連携事
業費負担金

継続

【総合政策課】 基本方向4,453

説明書頁 33 基本目標 7　開かれた行財政づくり

7 企画費

目 8 連携中枢都市圏
連携事業費

282

町とゆかりの深い北海道奥尻町との
交流と、はしかみキッズを活用した
町のＰＲを行う。

・町民文化祭での奥尻コーナー設
　置　2日
・奥尻町への訪問　1回
・着ぐるみの貸出件数　25件

継続

536

(財源内訳)

町ＰＲ事業費

基本方向 3　町の魅力を高める地域ブランドの創出

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 33 基本目標 2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり

目 9 町ＰＲ事業費

【総合政策課】

7 企画費

536

1 地域消防防災強
化事業費 第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁 34 基本目標
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２款　総務費

事業の内容 成果目標主な事業名 区分 事業費(千円)

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

1,500
第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁 34 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

440 基本方向 5　暮らしを守る安全と安心の確保

移住・定住新築
住宅支援事業費
補助金

継続

説明書頁 34 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

町内への移住・定住を促進するた
め、新築住宅を建築又は購入した方
に補助金を交付する。移住者や、若
年夫婦、子育て世帯、町内業者によ
る建築又は販売の場合には補助金を
加算する。

・新築件数　40件
・移住件数　20件

8 地方創生費

目 4 移住・定住新築
住宅支援事業費 第５次総合振興計画リンク覧

移住支援事業費
補助金

継続

2,000 東京圏からのＵＩＪターンの促進及
び地方の担い手不足対策のため、地
方創生交付金を活用し、移住に要す
る経費等を補助する。

・補助金の交付件数　2件
・広報はしかみへの記事掲載　1回
・成人式でのチラシ配布　1回
・町内事業所へのチラシの送付
　1回
・ふるさとはしかみ会でのチラシの
　配布

(財源内訳)
8 地方創生費

【総合政策課】 500 基本方向 5　暮らしを守る安全と安心の確保

目 3 移住・定住推進
事業費

【建設課】 24,400 基本方向 3　豊かな暮らしを支える生活基盤の整備

(財源内訳)

基本方向 1　豊かな生活を支える健康づくりの推進
基本目標

乳幼児健診時や保育園を巡回しての
フッ化物歯面塗布による乳幼児のむ
し歯予防事業のほか、妊婦の歯科健
康診査を実施する。

24,400

子ども医療費給
付事業費

(財源内訳)
8 地方創生費

目 5 子ども医療費給
付事業費

説明書頁 34

【健康福祉課】

歯科保健事業費

(財源内訳)
8 地方創生費

目 6 歯科保健事業費

説明書頁 34

10 基本目標 3　ともに生き支えあう福祉のまちづくり

継続

12,384

12,374

小中学生の育成環境の改善と保護者
負担の軽減を図るため、要件に該当
する方に対し、医療費を給付する。

・適正な対象者の把握
・確実な給付

第５次総合振興計画リンク覧

【健康福祉課】 1,087

・3歳児歯科検診むし歯有病率
　30％未満

35 基本目標 4　未来を担う人づくり

【教育課】

基本方向 1　豊かな生活を支える健康づくりの推進

継続

1,087

第５次総合振興計画リンク覧

540 基本方向 1　豊かな心と個性を育む教育の充実

3　ともに生き支えあう福祉のまちづくり

自分チャレンジ
促進事業費補助
金

継続

540 中学生が受検する日本漢字能力検定
試験、実用英語技能検定、実用数学
検定の3つの検定に係る検定料につ
いて、それぞれ年1回の受検につき
1,000円を助成する。

・保護者への周知　年1回

(財源内訳)
8 地方創生費

目 7 基礎学力向上事
業費 第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁

移住計画支援事
業助成金

継続

440 移住・定住促進のため、ＵＩＪター
ン就職に係る交通費や住宅費、学用
品等購入費を助成する。

・助成金の交付件数　2件
・広報はしかみへの記事掲載
　1回
・成人式でのチラシ配布　1回

(財源内訳)
8 地方創生費

目 3 移住・定住推進
事業費 第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁 34 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

【総合政策課】
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２款　総務費

事業の内容 成果目標主な事業名 区分 事業費(千円)

項 国
県
債
他
一

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標
基本方向

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標
基本方向

基本方向

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標
基本方向

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標

基本方向

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標

基本目標 4　未来を担う人づくり

【教育課】 132 基本方向

図書蔵書検索シ
ステム管理費

継続

132 町内の3図書室の蔵書をインター
ネットで検索できるシステムの管理
に係る経費。

・図書データの管理
・図書貸出冊数の増　各施設前年
　度比10％増
・広報誌（新刊コーナーにて毎月
　掲載）やホームページ、施設内
　掲示によるシステムの周知

(財源内訳)
8 地方創生費

目 8 図書蔵書検索シ
ステム管理費 第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁 35

1　豊かな心と個性を育む教育の充実
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３款　民生費

主要施策
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３款　民生費

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一 7 基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

身体障害者福祉法の規定による身体
障害者手帳の交付対象とならない軽
度・中等度難聴児に対し、補聴器の
装用による言語の習得及びコミュニ
ケーション能力の向上を促進するた
め、補聴器購入費の一部を助成す
る。

・修理　2件

(財源内訳)
1 社会福祉費

目 3 障害者福祉費 7
第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁 36 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

第５次総合振興計画リンク覧

・日常生活用具　428件
・移動支援　　　 60件
・日中一時支援　228件

基本方向
3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

意思疎通支援、訪問入浴サービス、
支援センター、相談支援などの委託
事業と日常生活用具、移動支援、日
中一時支援などの給付事業を実施す
る。

3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり
第５次総合振興計画リンク覧

基本目標

・障害者　交付　10件
　　　　　修理　40件
・障害児　交付　 6件
　　　　　修理　 8件

基本目標

2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

97

基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進707

補装具給付費

4,440

1 社会福祉費

継続

身体に障害を持つ方が、職業その他
日常生活の能率の向上を図ること及
び身体障害者が将来社会人として独
立して生活するための素地を育成す
ることを目的として、身体の欠損又
は損なわれた身体機能を補完・代替
する用具（補装具）の購入と修理費
用を給付する。

(財源内訳)
2,220

【健康福祉課】

1 社会福祉費

地域生活支援事
業費

目 3 障害者福祉費

説明書頁

2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

町民生委員協議
会補助金

2,497

1 社会福祉費

23,468

説明書頁

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 35 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

町の民生委員・児童委員協議会の委
員の活動に対する補助金。

177

(財源内訳)

自殺対策緊急強
化事業費

継続

【健康福祉課】 80

説明書頁

説明書頁

地域の中での支援者の養成や専門技
術向上を目指した研修会や普及啓発
事業を行う。

36 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり
基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

第５次総合振興計画リンク覧

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

町の社会福祉協議会の職員人件費に
対する補助金。

・社会福祉活動の推進
・福祉サービスの向上
・地域福祉活動計画の策定

(財源内訳)

1 社会福祉総務費

目

35

1 社会福祉費

目 1 社会福祉総務費

(財源内訳)継続

【健康福祉課】

継続

【健康福祉課】

23,468

基本方向

・ゲートキーパー養成講座　1回
・こころとからだの健康づくり
　講演会　1回
・中学生を対象としたこころの
　健康教室　2校で1回ずつ

基本目標

1,790

基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり
第５次総合振興計画リンク覧

目 1,1103 障害者福祉費

3 障害者福祉費

・地域社会福祉の向上

1,110

36

町社会福祉協議
会補助金

1 社会福祉費

目

36

継続

2,124

(財源内訳)
3,364

7,170

1,682

【健康福祉課】

軽度・中等度難
聴児補聴器購入
費助成金

継続

14

【健康福祉課】

基本方向
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３款　民生費

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

基本方向

基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

目

1 社会福祉費

1,620

・対象者　7人

第５次総合振興計画リンク覧

基本目標

第５次総合振興計画リンク覧

36

3 障害者福祉費

2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

・支給件数　2,620件

目

3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり
第５次総合振興計画リンク覧

1 社会福祉費

療養介護医療給
付事業費

基本方向

【健康福祉課】

1,664

【健康福祉課】

継続

1,865

(財源内訳)

更生医療給付費

3 障害者福祉費

1 社会福祉費

1,620

・施設の運営と維持管理

4 ﾊｰﾄﾌﾙﾌﾟﾗｻﾞ･は
しかみ管理費

1 社会福祉費

15,879

(財源内訳)

1 社会福祉費

20,000

3 障害者福祉費

説明書頁

3,240

基本目標

継続

【健康福祉課】

ハートフルプラ
ザ・はしかみ指
定管理委託料

目

説明書頁 37

15,879

2,950

継続

説明書頁

9,068

3 障害者福祉費

9,067

1 社会福祉費

育成医療給付費

(財源内訳)

50

(財源内訳)

303,052

3,329

(財源内訳)

【健康福祉課】

37

6,480

目

2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

基本方向

100

200

目

・対象者　57人

2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

第５次総合振興計画リンク覧
3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり基本目標

・対象者　195人
　　（国民健康保険　83人）
　　（社会保険　　　56人）
　　（後期高齢者　　56人）

身体障害者福祉法による身体障害者
手帳の1級から2級（一部内部障害者
にあっては3級）及び愛護手帳Ａ、
精神保健福祉手帳1級に該当する方
に対し医療費を助成する。平成30年
10月診療分からは、現物給付となっ
ている。

身体に障害を持つ方の障害を軽減し
て日常生活能力、職業能力を回復･
改善するために必要な医療（手術）
を県が指定した医療機関を通して現
物給付する。

説明書頁 37

目

説明書頁

【健康福祉課】

継続

2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

身体に障害を有する18歳未満の児童
で、放置すれば将来障害を残すおそ
れが大きい疾病を改善するための医
療費を給付する。

地域社会における共生の実現に向け
て、障害者の日常生活及び社会生活
を総合的に支援するための介護給付
費、訓練等給付費等を給付する。

3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

基本方向

病院において行われる機能訓練、療
養上の管理、看護、医学的監理のも
とにおける介護及び日常生活を支援
する療養介護のうち、医療及び食費
に係るものを療養介護医療給付費と
して給付する。

基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

7,943

151,526
75,763

自立支援給付費

継続

重度心身障害者
医療費

37

【健康福祉課】

継続

3 障害者福祉費

37説明書頁

2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

50

(財源内訳)

基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

・対象者　6人

第５次総合振興計画リンク覧

基本方向

指定管理者制度によるハートフルプ
ラザ・はしかみの管理委託料。委託
先は町社会福祉協議会で、令和3年
度まで債務負担行為を設定。

2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

第５次総合振興計画リンク覧

基本方向

75,763
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３款　民生費

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

2 老人福祉費 5,372

基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

基本目標

1 老人福祉総務費

4,513

基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

・老人クラブ活動の推進
・単位老人クラブ　8クラブ
・高齢者福祉の向上

第５次総合振興計画リンク覧

3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

基本目標

高齢者の方々に敬意を表し、敬老祝
金として100歳に10万円、88歳に1万
円を支給する。

・給付費分　　  158,650千円
・地域支援事業分　9,232千円
・事務費分　　 　 8,083千円
・低所得者保険料軽減繰入金
　　　　　　　　 21,491千円

第５次総合振興計画リンク覧

【健康福祉課】 4,513

784

・高齢者福祉の向上
・開催会場13箇所

3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

基本目標

2 老人福祉費

敬老会補助金

2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

説明書頁

基本方向

37

町社会福祉協議会が窓口となって、
各行政区で実施している敬老会に係
る経費への補助。対象は75歳以上と
なっている。

(財源内訳)
2 老人福祉費

継続

第５次総合振興計画リンク覧

目

後期高齢者医療
療養給付費負担
金

ひとり暮らしの高齢者に対する緊急
時の安否や健康状態、健康状況の確
認を行うための委託料と、緊急通報
装置の給付費用。

・新規　1件
・利用者　16件

第５次総合振興計画リンク覧

後期高齢者医療制度に係る広域連合
に対する負担金。

【健康福祉課】 249 基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

2 老人福祉費

説明書頁

目

第５次総合振興計画リンク覧

継続

37 基本目標

単位老人クラ
ブ・町老人クラ
ブ連合会補助金

継続

説明書頁

【健康福祉課】 347

(財源内訳)

37

目 1 老人福祉総務費

3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

単位老人クラブと町の老人クラブ連
合会の活動費に対する補助金。

【健康福祉課】

第５次総合振興計画リンク覧

2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

継続

2 老人福祉費

町敬老祝金

1,200

説明書頁 37

2 老人福祉費

目

437

緊急通報体制等
整備事業費

3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

2 老人福祉費

2 老人福祉費

249

(財源内訳)

125,448

【健康福祉課】 125,448

目 2 老人福祉費

継続

説明書頁 37

・医療費の抑制
・早期発見・早期予防の促進

181,339

(財源内訳)

基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

10,745

37

継続

【健康福祉課】

介護保険特別会
計繰出金

説明書頁

2 老人福祉費

目

197,456 ・保険料収納率の向上
・介護サービス費の抑制
・介護予防の促進

基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

(財源内訳)

(財源内訳)

・100歳　誕生日に訪問支給
・88歳　9月1日現在で88歳到達
　者に敬老会の場で支給

基本方向
基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

1,200
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３款　民生費

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

(財源内訳)
3 児童福祉費 1,320

目 2 児童福祉費 660
第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁 38 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

【健康福祉課】 660 基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

3 児童福祉費

2 児童福祉費

【健康福祉課】

後期高齢者医療
特別会計繰出金

3 児童福祉費 222,409

38

継続

第５次総合振興計画リンク覧

487,912 保育園、認定こども園、新制度に移
行した幼稚園に対し、本来保護者へ
支払われる施設型給付費を、確実に
子育て支援に使われるよう、法定代
理受領の原則に基づき各施設へ給付
する。令和元年10月より3歳以上の
保護者負担が無償化となった。

・保育園、認定こども園の運営
　と管理
・健全な乳幼児保育と幼児教育
　の確保

2 児童福祉費

【健康福祉課】

3 児童福祉費

目

38

障害児施設措置
費（給付費等）
事業費

継続

目

【健康福祉課】 133,678 基本方向

子育てのための
施設等利用等給
付

新規

2,640 子どものための教育・保育給付費の
対象とならない認可外施設や預かり
保育事業等を利用する児童の保護者
に対し、施設利用費を給付する。

(財源内訳)

放課後デイサービス、児童発達支援
（医療型含む）等、障害児の日常生
活における基本的動作の指導、訓練
等を行うサービスを利用した際、通
所給付費を給付する。

3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

・適正な対象者の把握
・確実な給付
・支給件数　545件

115,464

2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進12,101

(財源内訳)

24,199

48,399

2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり
25,346

(財源内訳)

(財源内訳)

・健全な乳児保育と幼児教育の
　確保

1,755

基本目標

目

子どものための
教育・保育給付
費

継続

説明書頁

基本方向

基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

2 児童福祉費 130,070

説明書頁 38

・保険基盤安定分 　43,254千円
・事務費分　　　 　13,749千円

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

24,563 基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

32,440

(財源内訳)

ひとり親家庭等
医療費

説明書頁 38

継続
3 児童福祉費

4,847

9,693 ひとり親家庭等の児童及び父又は母
の健康と、福祉の増進を図るため、
医療費を負担した父又は母、養育者
へ医療費を給付する。

4,846目 2 児童福祉費

基本目標

児童手当費

【健康福祉課】

説明書頁

2 老人福祉費

目 2 老人福祉費

継続

説明書頁

【健康福祉課】

37

57,003 ・保険料収納率の向上
・適正な後期高齢者医療制度の
　実施

基本方向
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2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

25,345

・適正な対象者の把握
・確実な給付
・対象児童　1,311人

3歳未満は月額1万5千円、3歳以上小
学校終了前の第1子・2子は月額1万
円、第3子以降は月額1万5千円、中
学生は月額1万円を支給する。所得
制限以上の者は中学生以下の児童1
人につき月額5千円を支給する。

166,155

3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

・適正な対象者の把握
・確実な給付
・対象者　426人

2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

第５次総合振興計画リンク覧

基本方向

12,099
第５次総合振興計画リンク覧
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３款　民生費

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

(財源内訳)

説明書頁

一時預かり事業
委託料

継続

【健康福祉課】

3 子ども・子育て
支援事業費

目

38

3 児童福祉費

基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進【健康福祉課】

第５次総合振興計画リンク覧
38

5,558
5,558

1,534

4,600

(財源内訳)
1,533
1,533

第５次総合振興計画リンク覧
3,880

(財源内訳)

基本目標

968

2,117

・町内　3か所
・広域　4か所

核家族化等により、子育てに対する
悩みを相談する相手がいない保護者
等の解消を図るための拠点事業で、
平成27年度からは一時預かりも実施
している。令和2年度は道仏保育園
へ委託する。

4,053

基本目標

町内保育園・認定こども園における
時間延長保育と障害児童の保育を実
施する。

・延長保育　町内4か所

説明書頁

放課後児童健全
育成事業委託料

継続

3,880

5,558

16,674

第５次総合振興計画リンク覧

特別保育事業委
託料

目

【健康福祉課】

継続

説明書頁 38

3 児童福祉費

3 子ども・子育て
支援事業費

目

3,880

11,640

3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

基本方向

認定こども園及び新制度に移行した
幼稚園に入所している児童が、教育
時間を超えて一時的に利用する場合
の預かり保育事業。

3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり
2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

3 児童福祉費

地域子育て支援
拠点事業委託料

【健康福祉課】

3 児童福祉費 968
目 3 子ども・子育て

支援事業費

(財源内訳)

説明書頁 38

3 子ども・子育て
支援事業費

基本目標
基本方向

基本方向

第５次総合振興計画リンク覧

基本目標

第５次総合振興計画リンク覧
3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり
2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

・町内4か所

・一時預かり週5日以上

継続

基本目標

小学校6年生までの共働き家庭等に
おいて、放課後の保育に欠ける児童
のため、町内の保育園・認定こども
園に委託し、学童保育を実施する。

基本方向

基本方向
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４款　衛生費

主要施策
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４款　衛生費

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

【健康福祉課】 58,534 基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

国民健康保険特
別会計繰出金

継続

133,190 ・保険基盤安定分　99,543千円
・財政安定化支援事業分
　　　　　　　　　19,842千円
・出産育児一時金分 2,800千円
・事務費分　　　　11,004千円

・財源不足の解消
・税収納率の向上
・医療費の抑制
・早期発見・早期予防の促進

(財源内訳)
1 保健衛生費 15,996

目 1 保健衛生総務費 58,660
第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁 39 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

・個人の健康情報の経年管理

(財源内訳)

基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

目 1 保健衛生総務費

1 保健衛生費

特定健診・がん検診の受診結果の管
理や予防接種の履歴の管理を行う健
康管理システムに係る経費。

健康管理システ
ム管理費

継続

第５次総合振興計画リンク覧

4,742

【健康福祉課】 4,742 基本方向 1　豊かな生活を支える健康づくりの推進

説明書頁 39

予防接種委託料

ヒブ、小児用肺炎球菌、水痘、高齢
者肺炎球菌等の定期予防接種、風疹
の追加的対策に係る予防接種、季節
性インフルエンザ任意予防接種に係
る委託料。(財源内訳)

39 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

目 2 予防費

継続

基本方向 1　豊かな生活を支える健康づくりの推進【健康福祉課】 33,836

33,836 ・麻しん風しん接種率　95％
・医療費の抑制

1 保健衛生費

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁

妊婦健診検査委
託料

継続

8,919 妊婦の健康診査等の14回分と子宮頸
がん検診、超音波断層検査等に係る
委託料。75人程度の受診を見込む。

・出産環境の向上
・少子化の改善

(財源内訳)

説明書頁 40 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり
基本方向【健康福祉課】 8,919

1　保健衛生費

目 3 母子保健事業費

第５次総合振興計画リンク覧

1　豊かな生活を支える健康づくりの推進

乳幼児健診検査
委託料

2,164 ・健診率　乳児　　　　95％
　　　　　1歳6か月児　98％
　　　　　3歳児　　　 98％

乳児、1歳6か月児、3歳児の健康診
査に係る委託料。

第５次総合振興計画リンク覧

1 保健衛生費

目 3 母子保健事業費

(財源内訳)継続

説明書頁 40

【健康福祉課】 2,164 基本方向 1　豊かな生活を支える健康づくりの推進
3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

39 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

基本目標

【健康福祉課】 1,193 基本方向 1　豊かな生活を支える健康づくりの推進

子どもを守る地
域ネットワーク
機能強化事業

新規

2,781 家庭訪問や関係機関からの情報収集
により、児童虐待リスクのあるケー
スを早期発見し、適切な支援を行
う。

・早期発見、早期支援介入
・重大ケースの発生防止

(財源内訳)
1　保健衛生費 794

目 3 母子保健事業費 794
第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁
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４款　衛生費

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

目 3 母子保健事業費

基本目標説明書頁 40 10
第５次総合振興計画リンク覧

乳幼児等医療費
給付費

継続 (財源内訳)
1 保健衛生費

15,000 乳幼児等の育成環境の改善と保護者
負担の軽減を図るため、要件に該当
する方に対し、医療費を給付する。
なお、平成26年8月診療分からは小
学校就学前は全額助成・現物給付と
している。

・適正な対象者の把握
・確実な給付

249 母子保健法に基づき、医療を必要と
する未熟児に対し、養育に必要な医
療費を給付する制度。

・適正な対象者の把握
・確実な給付

説明書頁

3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

未熟児医療給付
費

継続
1 保健衛生費

目 3 母子保健事業費 62

40 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

【健康福祉課】 62

4 保健事業費 574

継続

【健康福祉課】 373

説明書頁 40

1 保健衛生費

健康増進保健事
業費

目

3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

947

(財源内訳)

継続
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1,320

(財源内訳)

説明書頁 41 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

【町民生活課】 1,320 基本方向 4　自然と共生する生活環境の整備

水質測定等委託
料

1 保健衛生費

目 6 環境衛生費

1 保健衛生費

説明書頁 41

1　豊かな生活を支える健康づくりの推進

3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり基本目標

・健康寿命延伸意識の向上
・医療費の抑制

2,630

第５次総合振興計画リンク覧

目 4 保健事業費 653

継続

31,617

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 41 8,843

【健康福祉課】 22,121 基本方向 1　豊かな生活を支える健康づくりの推進

【健康福祉課】

第５次総合振興計画リンク覧
1

・河川等の水質状況の把握
・河川等の水質改善

基本目標

運動と健康食（減塩）の必要性や喫
煙予防等の普及のため、若い世代を
対象とした健康教室や健康フォーラ
ムを開催し、健康づくりへの取り組
みを促進する。

3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

・受診率の向上
・医療費の抑制

基本方向 1　豊かな生活を支える健康づくりの推進

健康長寿のまち
づくり推進事業
費

継続

目 5 健康長寿のまち
づくり推進事業費
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三種の神器（血圧計、活動量計、尿
中塩分測定器）を活用した健康増進
教室や、「健康はしかみ21計画」に
よる健康増進の啓発普及に係る経
費。

・家庭での血圧測定者　教室参
　加者の80％

(財源内訳)
1 保健衛生費

2,630 基本方向

住民検診委託料

がん検診、肝炎検診、結核検診等を
実施するための委託料。県広域連合
から受託事業として、後期高齢者に
係る健診も実施している。平成30年
度からは、大腸がん検診について、
全額町負担で実施している。

基本目標

太平洋沿岸へ流れ出る河川や水路に
ついて、環境実態把握をすることを
目的とし、河川、海岸等16箇所の水
質調査を行う。

(財源内訳)
124

基本方向 1　豊かな生活を支える健康づくりの推進

(財源内訳)

6,300

【健康福祉課】 基本方向 1　豊かな生活を支える健康づくりの推進8,690
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４款　衛生費

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

火葬料補助金

継続

目 6 環境衛生費

説明書頁 41

2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進【町民生活課】 基本方向

町には斎場がないため、他市町村の
斎場を町民が使用している状況にあ
ることから、火葬に係る町民の負担
軽減を目的として、申請者に対して
火葬料の半額を補助する。

・他市町村住民との負担不均衡
　の是正

第５次総合振興計画リンク覧

基本方向 3　豊かな暮らしを支える生活基盤の整備

基本目標
1,650

1,650

基本目標
第５次総合振興計画リンク覧

トイレと併せて生活雑排水を処理す
る合併処理浄化槽の設置を行う方に
対する補助金。5人槽52万9千円、7
人槽66万2千円、10人槽89万7千円を
補助する。

2,811

3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

説明書頁 42

基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

浄化槽設置費補
助金

1 保健衛生費

目

継続

【建設課】 8,461 基本方向 4　自然と共生する生活環境の整備

1,405

基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり
第５次総合振興計画リンク覧

9 合併処理浄化
槽設置費

・広報誌やホームページ等によ
　る町民への事業の周知
・設置基数　20基

1 保健衛生費

31,042

基本方向

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標

368 安全・安心な水道水の供給と健全な
水道事業運営のための八戸圏域水道
企業団への負担金。

・水道施設の維持管理
・水道水の安定供給

(財源内訳)

1 保健衛生費

6 環境衛生費目

八戸圏域水道企
業団負担金

継続

(財源内訳)

7,000

【町民生活課】 368

説明書頁 41

(財源内訳)

基本方向

42

可燃・不燃・資
源物・粗大ご
み・有害ごみ収
集委託料

継続

12,677

第５次総合振興計画リンク覧

【町民生活課】 24,042 基本方向 4　自然と共生する生活環境の整備

基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

説明書頁

1 保健衛生費

目 7 塵芥処理費

町内全域における可燃（週1回。た
だし6月～9月は週2回）、不燃（月1
回）、資源物（週1回。品目により
月2回）、粗大ごみ（奇数月のみ、
年6回）の収集に係る委託料。有害
ごみは協力店において回収。

・生活環境の保全
【平成30年度実績】
・可燃ごみの収集量 　2,561ｔ
・不燃ごみの収集量 　　120ｔ
・資源物の収集量　 　　417ｔ
・粗大ごみの収集量 　　163ｔ
・有害ごみの収集量　　　 4ｔ

(財源内訳)

第５次総合振興計画リンク覧
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６款　農林水産業費

主要施策
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６款　農林水産業費

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

第５次総合振興計画リンク覧

1 農業費

(財源内訳)

1,046

目

目 4 農業振興費 150

1 農業費

【産業振興課】

主な事業名 区分 事業費(千円)

説明書頁 43

1 農業費

目 1 農業委員会費 202

農業委員報酬

継続

【農業委員会】 1,937

目 4 農業振興費

【産業振興課】

11,250

2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり

基本目標説明書頁 44

4 農業振興費

農業次世代人材
投資資金

継続

11,250

110

3,400

150

(財源内訳)

基本目標 2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり
基本方向 1　新しい魅力づくりによる農林水産業の振興

・適正な要件の確認と把握
・農業経営の安定化
・新規就農者の確保

2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり

基本方向

1　新しい魅力づくりによる農林水産業の振興

1 農業委員会費

はしかみ産業振
興委員会補助金

機構集積協力金
交付事業費交付
金

農地利用の最適化の推進のための現
地活動、定例会、会議等への出席に
係る報酬。

・農地利用最適化推進委員報酬
　1,156千円

2,139 年12回開催される定例会や県などで
開催される会議等への出席に係る報
酬。

(財源内訳)

基本方向

(財源内訳)

1,156
農地利用最適化
推進委員報酬

継続

説明書頁 44

事業の内容 成果目標

1　新しい魅力づくりによる農林水産業の振興

第５次総合振興計画リンク覧

農地中間管理機構を通じて、農地集
積・集約化に協力する農地の出し手
に対して、県で定めた交付基準（交
付用件や交付単価などを定めたも
の）に基づき、予算の範囲内で協力
金を交付する。

・農業経営の安定化
・農用地等効率的利用の促進

継続

・農業委員報酬　2,139千円

1 農業費

目

基本目標 2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり

【産業振興課】 0 基本方向

44 基本目標 2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり
第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁

(財源内訳)

・祭り来場者数の増
・町の特産品と観光のＰＲ

基本目標
第５次総合振興計画リンク覧

基本方向

1 農業費

3,400

第５次総合振興計画リンク覧

1　新しい魅力づくりによる農林水産業の振興

新たに農地を取得（又は借受け）
し、独立・自営して農業を始め、経
営が軌道に乗るまで最長5年間、一
定の要件（原則50歳未満で5年後農
業で生計が成り立つ実現可能な計画
等）を満たした新規就農者に対して
資金を交付する。

1　新しい魅力づくりによる農林水産業の振興

44 2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり

【産業振興課】 2,926 基本方向 1　新しい魅力づくりによる農林水産業の振興

農業振興地域の整備に関する法律に
基づき、農業振興地域整備計画の全
体見直しのため、農振農用地除外・
編入確認用図面及び農業振興地域整
備計画基礎資料の素案作成を行う。

・優良農地の確保・保全
・農業振興

(財源内訳)

0

1 農業費

43説明書頁

【農業委員会】

継続

階上岳の山開きと祭りを開催する産
業振興委員会への補助金。来場者数
は4,000人程度を見込む。

農業振興地域整
備計画策定委託
料

新規

2,926

基本目標説明書頁

目 4 農業振興費

第５次総合振興計画リンク覧
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６款　農林水産業費

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

説明書頁 45

【産業振興課】

8 八戸平原開発事
業費

1 農業費

7 中山間地域等直
接支払事業費

中山間地域等直
接支払交付金

目

経営所得安定対
策直接支払推進
事業費

継続
1 農業費

目 9 経営所得安定対策
直接支払推進事業費

0

継続
1 農業費

八戸平原地区基
幹水利施設管理
事業負担金

基本方向

基本目標 2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり

継続

基本方向

8 八戸平原開発事
業費

1 農業費

説明書頁

5,797目

45

目

6,366 八戸平原総合開発促進協議会運営費
及び八戸平原土地改良事業で整備さ
れた施設の維持管理費に係る負担
金。

・農業生産の向上
・農業経営の安定化

11 わっせ交流セ
ンター費

継続

説明書頁 46

わっせ交流セン
ター指定管理委
託料

目

【産業振興課】

1 農業費

8,100

8,100

45

【産業振興課】
66

3,408

10 農村活性化セ
ンター管理費

目

説明書頁

継続

農村活性化セン
ター管理費

(財源内訳)

農村地域での農業生産活動の低迷に
より、国土保全ができない現状があ
ることから、中山間地域の農業生産
不利地域の農業活動に対して交付金
を交付する。交付対象面積は
829,868㎡で、協定数は9集落。

・中山間地域等における農業生
　産活動の安定化
・中山間地域の保全

・適正な要件の確認と把握
・農業経営の安定化

経営所得安定対策を円滑に実施する
ための推進活動事務費。

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 45

【産業振興課】

基本目標 2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり
第５次総合振興計画リンク覧

1 農業費

基本方向

1　新しい魅力づくりによる農林水産業の振興

第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁 45 基本目標 2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり

継続

八戸平原総合開
発促進協議会負
担金

【産業振興課】 6,366

(財源内訳)

2,900

基本方向 1　新しい魅力づくりによる農林水産業の振興

農村活性化センターフォレストピア
階上の維持管理に係る経費。

(財源内訳)

・施設の運営と維持管理
・階上早生そばのブランド力
　の強化

(財源内訳)

【産業振興課】

基本目標 2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり

・施設の運営と維持管理
・階上早生そばのブランド拠点
　の強化

1,051

(財源内訳)

基本目標 2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり
第５次総合振興計画リンク覧

基本目標 2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり

基幹施設である世増ダムの維持管理
費に係る負担金。

・農業生産の向上
・農業経営の安定化

350

基本方向 1　新しい魅力づくりによる農林水産業の振興

350

3,474

4　地域資源を活用した観光の振興

指定管理者制度によるわっせ交流セ
ンターの管理委託料。委託先はＮＰ
Ｏ法人はしかみ岳より未来へで、令
和4年度まで債務負担行為を設定。

1　新しい魅力づくりによる農林水産業の振興

1　新しい魅力づくりによる農林水産業の振興

第５次総合振興計画リンク覧

1,051

8,697

基本方向

第５次総合振興計画リンク覧
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６款　農林水産業費

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

10,017

61
基本方向 1　新しい魅力づくりによる農林水産業の振興

2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり

・施設の維持管理
・利用者数の増

目 2 林道管理費

放牧場管理運営
費

1 農業費

目

継続

47

【産業振興課】

説明書頁

13 放牧場管理運
営費

(財源内訳)

つつじの森キャンプ場、森の交流
館、交流の森広場などの管理費。

基本目標
第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁

9,956

継続
2 林業費

目

(財源内訳)

48

交流の森・階上
岳つつじの森管
理費

3 交流の森・階上岳つつ
じの森管理費

【産業振興課】

47

170

3,482

2 林業費

継続

【建設課】

1,980

1 農業費

継続

47

目 15 農道管理費

【建設課】

説明書頁

林道維持補修委
託料

農地整備事業負
担金

説明書頁

1,000

新規

6,928

682
第５次総合振興計画リンク覧

4,164 町営放牧場の管理・運営に係る経
費。放牧場の看視等については、放
牧場利用者任意組織へ委託してい
る。

・施設の維持管理
・利用者数の増
・放牧頭数の増

1　新しい魅力づくりによる農林水産業の振興
基本目標
基本方向

1,170 ・舗装補修　L=100ｍ八戸広域農道として整備された路線
の更新整備を行う県に対して、事業
費の13％を町が負担する。

林道の路面補修や側溝・ガードレー
ルの補修等に係る委託料。

【建設課】 2 基本方向 5　暮らしを守る安全と安心の確保

6,926
第５次総合振興計画リンク覧

2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり

1　新しい魅力づくりによる農林水産業の振興
基本目標
基本方向

第５次総合振興計画リンク覧

第５次総合振興計画リンク覧

7,800 令和元年10月の台風19号により被災
した林道の舗装等の復旧工事を行
う。

・寺下土折線　2か所
・第2田代林道　1か所

(財源内訳)

基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり
基本方向 2　都市的活動を支える道路・交通の整備

2 林業費

(財源内訳)
1 農業費

目 14 農地費

・林道7路線の維持管理

(財源内訳)

(財源内訳)

基本目標 2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり

【建設課】 7,800

1,980
2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり

浸水想定区域図
等作成委託料

林道維持工事

新規

基本方向 1　新しい魅力づくりによる農林水産業の振興

説明書頁 47 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

防災重点ため池指定されたため池に
ついて、決壊した場合の浸水想定区
域図を作成し、それをもとに、ハ
ザードマップを作成する。

・浸水想定区域図　6か所
・ハザードマップ　1か所

目 2 林道管理費

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 48

36



６款　農林水産業費

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

階上地区水産物
供給基盤機能保
全事業費

・海岸の環境保全と景観維持
・地域間の連携強化

150

(財源内訳)

1,0124 あおもり産野生きのこ
安全性実証事業費

目

説明書頁 49

基本方向

漁港維持工事

継続
3 水産業費

目

・南防波堤補修
　L=42.5ｍ

【建設課】 1,100

3 水産業費

説明書頁 49

【産業振興課】

目

3 漁港管理費

第５次総合振興計画リンク覧

(財源内訳)

1,247

30,000

継続

海岸漂着物地域
対策推進事業費

【産業振興課】

2,000

海岸の環境、景観に深刻な影響を及
ぼす海岸漂着物を、地域ぐるみで回
収・処理する。

漁港施設の長寿命化を図るため、大
蛇漁港の機能保全工事を行う。

40,100

(財源内訳)

継続

3 漁港管理費

48

説明書頁

継続

49 5,000

【産業振興課】

継続

あおもり産野生
きのこ安全性実
証事業費

目 2 水産振興費

750

2 林業費

3 水産業費

継続

1　新しい魅力づくりによる農林水産業の振興
2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり

1　新しい魅力づくりによる農林水産業の振興

階上岳で採られたホウキタケから基
準値を超えた放射性セシウムが検出
されたため出荷が制限されている。
出荷制限解除に向けて、安全性を検
証するため野生きのこの検体採取を
行う。

9,000

4

基本目標

第５次総合振興計画リンク覧

(財源内訳)

1　新しい魅力づくりによる農林水産業の振興

町管理漁港内の維持修繕工事を行
う。

基本目標

2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり

・3漁港施設利用維持

説明書頁 49

3 水産業費

目 2 水産振興費 1,105

2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり

基本方向

基本方向

基本方向

第５次総合振興計画リンク覧

2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり

基本目標

・祭り来場者数の増
・町の特産品と観光のＰＲ

2,000

(財源内訳)

第５次総合振興計画リンク覧

2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり
1　新しい魅力づくりによる農林水産業の振興

1　新しい魅力づくりによる農林水産業の振興

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標

基本目標

水産振興を図るため、町水産振興協
議会に対して150千円を補助する。

・検体数の確保
・安全性の実証

水産振興を図るため、いちご煮を冠
にした祭りを開催する産業振興委員
会への補助金。来場者数は38,000人
程度を見込む。

水産振興事業費
補助金

説明書頁 49

1,016

5,750
はしかみ産業振
興委員会補助金

目 2 水産振興費

(財源内訳)
3 水産業費

【産業振興課】

説明書頁

・持続可能な漁業の推進
・漁業観光事業の展開
・地場産品の消費拡大

2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり

基本方向 1　新しい魅力づくりによる農林水産業の振興

142 基本方向

150

基本目標
第５次総合振興計画リンク覧

【建設課】
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６款　農林水産業費

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

1　新しい魅力づくりによる農林水産業の振興

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁

基本方向 1　新しい魅力づくりによる農林水産業の振興1,500【建設課】

3 水産業費

15,000

説明書頁 49

基本目標 2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり

・水産業の振興
・観光の振興

小舟渡漁港施設
機能強化事業負
担金

継続

49

13,500

3 漁港管理費目

49 基本目標 2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり

【建設課】 1,700 基本方向

1　新しい魅力づくりによる農林水産業の振興
基本目標

継続

7,200

基本方向

実施主体である県に対して、事業費
の10％を町が負担する。

・外東防波堤（改良）
　L=26.0ｍ

(財源内訳)

800

1　新しい魅力づくりによる農林水産業の振興

第５次総合振興計画リンク覧
2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり指定管理

継続 (財源内訳)

2,000

8,000

30,000

小舟渡漁港施設
機能保全事業負
担金

(財源内訳)

3 漁港管理費

第５次総合振興計画リンク覧
2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり

継続

指定管理者制度によるはしかみハマ
の駅あるでぃ～ばの管理委託料。委
託先は一般財団法人はしかみふるさ
とラボで、令和2年度まで債務負担
行為を設定。

・-2.0～-3.0泊地
　A=15,800ｍ　浚渫

【建設課】

3 水産業費

(財源内訳)

説明書頁 50

3 水産業費

目

はしかみハマの
駅あるでぃ～ば
指定管理委託料

目

基本方向

実施主体である県に対して、事業費
の10％を町が負担する。

第５次総合振興計画リンク覧

4 はしかみハマの駅ある
でぃ～ば管理費

3,477

【産業振興課】 30,000

基本方向 3　町の魅力を高める地域ブランドの創出

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 基本目標 2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり

階上アブラメブ
ランド化推進事
業費

階上町の魚である「アブラメ」のブ
ランド化を目指し、アブラメ研究に
取り組む八戸水産高校と（仮称）階
上アブラメブランド化推進協議会と
の連携事業により展開する。

・認知度アップ
・資源管理

【産業振興課】 1,477

3 水産業費

1,700 実施主体である県に対して、事業費
の1/3を町が負担する。物揚場の車
止めと梯子の設置を予定している。

・梯子　2基
・車止め　L=15.0ｍ

(財源内訳)
3 水産業費

目 3 漁港管理費

50

目 6 階上アブラメブランド
化推進事業費

基本目標
基本方向

小舟渡漁港施設
県単独事業負担
金

新規

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁

38



７款　商工費

主要施策
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７款　商工費

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

県・市町村融資
制度連携補助金

継続

350

1 商工費

目 1 商工振興費

県が行う「青森県特別保証融資制
度」のうち創業に係るものについ
て、県と連携して保証料を県3割、
町7割で負担するための補助金。

・創業者への支援
・地域経済活動の推進
・ワンストップ窓口の設置

350 基本方向

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容

【産業振興課】 2,000 基本方向 2　時代に対応した商工業の振興

町商工会が実施する事業に対する補
助金。商工会の会員数は207団体
（平成31年3月31日現在）で、その
維持と加入促進を図る。

・商工業者の経営の改善に関す
　る相談と指導
・経済振興活動の推進

説明書頁 50 基本目標 2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり

(財源内訳)
1 商工費

目 1 商工振興費

2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり基本目標

2　時代に対応した商工業の振興

成果目標

2,000

(財源内訳)

第５次総合振興計画リンク覧

第５次総合振興計画リンク覧

50 基本目標 2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり

町観光協会補助
金

継続
1 商工費

目 2 観光費

【産業振興課】 500 基本方向 4　地域資源を活用した観光の振興

説明書頁 51

【産業振興課】

説明書頁

町商工会補助金

継続

500 町観光協会が実施する事業に対する
補助金。事業として主に写真コンテ
スト等を実施。

・町観光協会の育成支援
・観光事業の活性化

第５次総合振興計画リンク覧

(財源内訳)

ふるさとにぎわ
い広場指定管理
委託料

継続
1 商工費

(財源内訳)

目 4 ふるさとにぎわ
い広場管理費 第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁 51 2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり

5,800 指定管理者制度によるふるさとにぎ
わい広場（道の駅はしかみ）の管理
委託料。委託先は㈱オダカネとし、
令和3年度まで債務負担行為を設
定。なお、平成26年度より売上金の
1％を指定管理者納付金として納付
してもらう。

・施設の運営と維持管理
・町の特産品と観光のＰＲ
・階上早生そばのブランド力の
　強化

2,000 基本目標

第５次総合振興計画リンク覧

11,217 基本方向 4　地域資源を活用した観光の振興

【産業振興課】 3,800 基本方向 4　地域資源を活用した観光の振興

51 基本目標 2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり

【産業振興課】 50 基本方向 4　地域資源を活用した観光の振興

説明書頁 51 基本目標 2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり

(財源内訳)
1 商工費

目 5 三陸復興国立公
園管理事業費

三陸復興国立公
園管理事業費

継続

11,217 平成25年5月に指定された三陸復興
国立公園の維持管理に係る経費。国
立公園内の景観を保持するための支
障木の除去、草刈などのほか、令和
元年10月の台風19号により破損した
トレイルコースの復旧工事を行う。

・三陸復興国立公園の維持管理

【産業振興課】

自転車置場
（備品購入費）

新規

50 自転車を活用したまちづくりに関す
る取組を推進するため、サイクリス
ト用の自転車置場をふるさとにぎわ
い広場に設置する。

・観光振興
・健康増進
・交通の混雑緩和
・環境への負荷低減
・設置時期　5月(財源内訳)

1 商工費

目 4 ふるさとにぎわ
い広場管理費 第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁

40



７款　商工費

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

項 国
県
債
他
一

観光ＰＲ事業費

継続

3,336

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 52 2,000 基本目標 2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり

1 商工費

目 6 観光ＰＲ事業費

町の観光資源の掘り起こしとそのＰ
Ｒ事業を展開する。

・県外・首都圏のイベント参加
　による町ＰＲ
・着地型観光素材のＰＲと活用
・特産品ＰＲ
・ツアーの造成（インバウンド
　含む）
・ガイド育成

(財源内訳)

【産業振興課】 1,336 基本方向 4　地域資源を活用した観光の振興

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標
基本方向

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標
基本方向

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標
基本方向

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標
基本方向

基本方向

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標
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８款　土木費

主要施策
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８款　土木費

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

・町道5路線の台帳整備

(財源内訳)

道路台帳補正委
託料

継続

5,000

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 53 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

1 土木管理費

説明書頁

1 土木管理費

目 1 土木総務費

町道の新設や改良により、道路が完
成した際に、道路台帳を作成するた
めの委託料。

5,000【建設課】 基本方向 3　豊かな暮らしを支える生活基盤の整備

目

漁業集落排水事
業特別会計繰出
金

継続

53

【建設課】

基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

39,884

基本方向 3　豊かな暮らしを支える生活基盤の整備
基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

(財源内訳)

第５次総合振興計画リンク覧

【建設課】

1,070

第５次総合振興計画リンク覧

橋梁点検委託料
（調査設計委託料）

継続

6,050 社会資本整備総合交付金を活用し、
町内の橋梁について安全点検を行
う。

・橋梁15橋の調査

目 1 道路維持費

路面性状調査委
託料
（調査設計委託料）

新規

2 道路橋梁費

目 1 道路維持費

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 54

町道維持補修委
託料

39,884

1 土木総務費

・総務費分　  7,388千円
・施設管理分　7,549千円
・公債費分　 24,947千円

・接続率　85.8％

54

砂利敷、穴埋め、側溝補修など町道
の簡易な補修を迅速に行うための委
託料。

2 道路橋梁費

・町道3路線の調査

基本方向 2　都市的活動を支える道路・交通・通信の整備

説明書頁

皀角子橋測量設
計委託料
（調査設計委託料）

新規

【建設課】 465

(財源内訳)

3,700

平成30年度の橋梁点検により、老朽
化による架替が必要とされた皀角子
橋の更新事業。社会資本整備総合交
付金を活用し、令和2年度は設計を
行う。

・橋梁1橋の測量設計

2,010

説明書頁 54

【建設課】 28,000 基本方向 2　都市的活動を支える道路・交通の整備

基本目標 1　快適で安心してくらせるまちづくり

2 道路橋梁費 5,885
目 1 道路維持費

継続

説明書頁 54 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

2 道路橋梁費

目 1 道路維持費

社会資本整備総合交付金を活用し、
町道の路面状況の調査を行う。

(財源内訳)

・町道314路線の維持管理

基本方向 2　都市的活動を支える道路・交通の整備

(財源内訳)
3,531

940
基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

28,000

第５次総合振興計画リンク覧

(財源内訳)

10,050

第４次総合振興計画リンク覧

【建設課】 2,519 基本方向 2　都市的活動を支える道路・交通の整備
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８款　土木費

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

54

【建設課】 4,500 基本方向 2　都市的活動を支える道路・交通の整備

3,526 基本方向 4　自然と共生する生活環境の整備

説明書頁

調整池維持管理
委託料

継続

3,526 調整池の浸透維持管理として、草刈
を行うための委託料。

(財源内訳)

【建設課】

・調整池54か所の維持管理

基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

2 道路橋梁費

目 1 道路維持費

説明書頁 54 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

2 道路橋梁費

目 1 道路維持費

三陸復興国立公園に指定された階上
岳の町道、林道等について、良好な
景観を保つため、草刈りを委託によ
り実施する。委託先は町社会福祉協
議会。

4,500

第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁 54 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

2 道路橋梁費 20,000
目 1 道路維持費

・除雪延長200㎞程度

(財源内訳)

除雪作業委託料

継続

基本方向

【建設課】

【建設課】

2　都市的活動を支える道路・交通の整備【建設課】 10,000

三陸復興国立公
園階上岳内草刈
委託料

継続

町道の除雪及び融雪剤散布に係る委
託費用。

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 54 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

30,000

第５次総合振興計画リンク覧

(財源内訳)

・町道、林道約44㎞の草刈

【建設課】

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

52,430

41,000

社会資本整備総合交付金を活用し、
舗装補修工事を行う。
・耳ケ吠・追越線
・耳ケ吠・茨島下線
・蒼前（北）線
・新田・長久保線

・町道3路線舗装補修
・町道1路線排水ポンプ設置
　（蒼前北線）

(財源内訳)

98,100
耳ケ吠・追越線
外舗装補修工事

継続

説明書頁 54

2 道路橋梁費

目 1 道路維持費

4,670 基本方向 2　都市的活動を支える道路・交通の整備

道路維持工事

継続

60,000

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 54 14,000 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

2 道路橋梁費

目 1 道路維持費

町道の側溝、舗装打換、排水、区画
線、交通安全施設などの補修等を行
う。第2次協働のまちづくり地区計
画に記載された事業について、事業
内容を精査し、予算の範囲内で実施
していく。

・町道6路線の維持工事

46,000 基本方向 2　都市的活動を支える道路・交通の整備

5,104 基本方向 2　都市的活動を支える道路・交通の整備

除雪機械借上料

継続

5,104 除雪機械保有業者の減少に対応する
ため、除雪用ショベルドーザーを借
上げる。

・除雪用ショベルドーザー
　4台借上げ

(財源内訳)
2 道路橋梁費

目 1 道路維持費

第５次総合振興計画リンク覧

(財源内訳)
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８款　土木費

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

河川護岸等の維持補修を行う。 ・16河川の維持管理

(財源内訳)

基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり
981 基本方向 2　都市的活動を支える道路・交通の整備

道路改良事業費

継続

98,204

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 54 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

2 道路橋梁費 52,804
目 2 道路新設改良費

39,100

道路改良事業として、茨島・野沢
線、大蛇踏切・追越浜線の改良工事
等を行う。社会資本整備総合交付金
を活用する。

・町道2路線の整備

4 住宅費 204
目 1 住宅総務費

【建設課】 6,300 基本方向 2　都市的活動を支える道路・交通の整備

河川維持工事

継続

2,000

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 55 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

3 河川費

目 1 河川管理費

【建設課】 102 基本方向 3　豊かな暮らしを支える生活基盤の整備

(財源内訳)

【建設課】 2,000 基本方向 4　自然と共生する生活環境の整備

木造住宅耐震診
断支援事業委託
料

継続

408

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 55 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

2,276 個人が所有している住宅について、
町内業者によりリフォームする場
合、住宅の所有者等に対して費用の
一部を補助する。

・耐震性能向上　2件
・省エネ性能向上　3件

102

町で耐震診断員を保有する業者と委
託契約し、診断を希望する一般木造
住宅の所有者等へ耐震診断員を派遣
する。

・耐震診断　3件

(財源内訳)

838
目 1 住宅総務費 418

第５次総合振興計画リンク覧

(財源内訳)

安全安心住宅リ
フォーム支援事
業費補助金

継続
4 住宅費

2 公営住宅費

つくしケ丘団地
公園遊具撤去工
事

新規

55

【建設課】

【建設課】 312 基本方向 3　豊かな暮らしを支える生活基盤の整備

4 住宅費

目

1,020

(財源内訳)

312 つくしケ丘団地内の公園遊具につい
て、令和元年度に実施した遊具点検
により危険と判定されたジャングル
ジム等を撤去する。

・ジャングルジム　1基撤去
・滑り台　1基撤去

基本方向 3　豊かな暮らしを支える生活基盤の整備

第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁 55 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

2 道路橋梁費

目 1 道路維持費

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 54

新規

981 私道等における交通の安全確保と生
活環境の向上及びコミュニティ推進
を図ることを目的として、私道の整
備工事等を行う行政区等に対し、補
助金を交付する。

・私道1路線の整備

(財源内訳)

【建設課】

私道整備等特別
対策事業費補助
金

説明書頁 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり
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８款　土木費

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

55 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

5 都市計画費

1 都市計画総務費

説明書頁 55

説明書頁

【建設課】 3,680

都市計画マス
タープラン策定
委託料

継続

5,357 平成9年に策定された都市計画マス
タープラン見直し及び都市計画図の
修正等を行う。

・都市計画審議会の開催　1回

(財源内訳)

公共下水道事業
特別会計繰出金

継続
5 都市計画費

目 2 公共下水道費

【建設課】 137,833 基本方向 3　豊かな暮らしを支える生活基盤の整備

説明書頁 55 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

137,833 ・総務費分　　 20,941千円
・施設管理費分 14,714千円
・事業費分　 　　　 0千円
・公債費分　  102,178千円

・接続率　61.0％

第５次総合振興計画リンク覧

基本方向 1　快適な生活を支える都市的基盤の整備

基本方向5,357 1　快適な生活を支える都市的基盤の整備

基本目標

基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

第５次総合振興計画リンク覧

第５次総合振興計画リンク覧

基本方向

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標

(財源内訳)

基本方向

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標
基本方向

目

【建設課】

立地適正化計画
策定委託料

新規

7,260 機能的で快適なまちづくりのため、
まちづくりの方針や必要となる施設
等を検討し、集約都市形成支援事業
費補助金を活用して立地適正化計画
を策定する。

・都市計画審議会の開催　1回

(財源内訳)
5 都市計画費 3,580

目 1 都市計画総務費
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９款　消防費

主要施策
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９款　消防費

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

6,060 町の消防団の火災、災害、訓練等の
出動に係る費用弁償。1回の出動に
つき1人当たり1,500円を支給し、延
べ4,000人程度の出動を見込む。

・消防力の向上
・消火活動、災害活動等におけ
　る人員の確保出動費用弁償

継続
1 消防費

【総務課】

(財源内訳)

6,060 基本方向 5　暮らしを守る安全と安心の確保

説明書頁 57 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

目 1 非常備消防費

第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁 58 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

1 消防費

消火栓新設工事
負担金

継続

【総務課】 1,000 基本方向 5　暮らしを守る安全と安心の確保

目 2 非常備消防施設
管理費

(財源内訳)

消火栓を新設するための水道企業団
に対する負担金。

・消火栓新設　1基
・事業完了予定　10月

(財源内訳)

1,000

第５次総合振興計画リンク覧

不測の事態に備え、各種イベントの
際貸出できるよう、自動体外式除細
動器を3台設置する。

・救命力の向上

災害発生対応用
食糧費
（食糧費）

継続

374

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 58 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

1 消防費

目 3 防災費

災害等の有事に備え、アルファ米や
乾パンなどの非常災害用食糧を購入
し、防災倉庫に保管・備蓄する。

・防災力の向上
・アルファ米　300食
・缶詰パン　480食

1 消防費

目 3 防災費

【総務課】 374 基本方向 5　暮らしを守る安全と安心の確保

自動体外式除細
動器借上料

継続

211

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 58 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

1 消防費

目 3 防災費

【総務課】 76 基本方向 5　暮らしを守る安全と安心の確保

(財源内訳)

【総務課】 211 基本方向 5　暮らしを守る安全と安心の確保

青森震災アーカ
イブシステム負
担金

継続

76

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 59 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

八戸市、三沢市、おいらせ町と共同
して写真や映像などの東日本大震災
の資料をデジタル化して保存する
「青森震災アーカイブシステム」に
係る負担金。

・東日本大震災関連資料の管
　理、保存

(財源内訳)

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 58 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

全国町村会災害
対策保険料

新規

1,273 自然災害により避難指示、避難勧告
等を発令したことによる、避難所の
設置や炊き出し、飲料水の供給等に
係る費用の補償を受けるための保険
料。

・防災力の向上
・保険加入　令和2年5月1日

(財源内訳)
1 消防費

目 3 防災費

【総務課】 1,273 基本方向 5　暮らしを守る安全と安心の確保
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９款　消防費

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

故障時の交換用として、戸別受信機
を購入する。

・防災力の向上
・事業完了予定　9月

1 消防費

目 4 防災施設管理費

防災無線戸別受
信機
（備品購入費）

新規

3,520

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 59 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

1 消防費

目 4 防災施設管理費

59

【総務課】 2,315 基本方向 5　暮らしを守る安全と安心の確保

(財源内訳)

【総務課】 3,520 基本方向 5　暮らしを守る安全と安心の確保

電波利用負担金

継続

2,315

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 59 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

(財源内訳)

町コミュニティ防災無線の親局、子
局、携帯機等74局分等に係る年間電
波利用料に対する負担金。

・町コミュニティ防災無線の維
　持管理

(財源内訳)

第3分団屯所移転
新築事業

新規

5,048

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 59 基本目標 1　快適で安心してくらせるまちづくり

1 消防費

目 5 分団屯所整備事
業費 3,700

昭和61年建築の第3分団屯所の移転
新築に係る事業費。防災対策事業債
を活用し、実施設計と用地の盛土工
事を予定している。

・消防力の向上
・事業着手　5月
・事業完了　10月

【総務課】 1,348 基本方向 5　くらしを守る安全と安心の確保

第５次総合振興計画リンク覧

第５次総合振興計画リンク覧

目 4 防災施設管理費

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 1,246 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

【総務課】 1,049 基本方向 5　暮らしを守る安全と安心の確保

ＭＣＡ携帯型無
線機
（備品購入費）

新規

2,295 各分団に配備している携帯無線機に
ついて、アナログ無線機をデジタル
方式の無線機に計画的に更新する。
石油貯蔵施設立地対策等交付金を活
用する。

・防災力の向上
・事業完了予定　12月

(財源内訳)
1 消防費
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１０款　教育費

主要施策
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１０款　教育費

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

【教育課】 11,343 基本方向 1　町民に開かれた行財政の推進

いじめ防止対策
委員会謝礼金
（謝礼金）

継続

240

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 59 基本目標 7　開かれた行財政づくり

(財源内訳)
1 教育総務費

目 2 事務局費

教育長給与

継続

11,343 教育長の給料、手当及び共済組合に
係る経費。

・教育長給料　　　　6,059千円
・教育長期末手当　　1,939千円
・教育長退職手当組合1,488千円
・教育長共済組合　　1,613千円
・その他手当　　 　　 244千円

【教育課】 240 基本方向 1　豊かな心と個性を育む教育の充実

定期バス学生利
用委託料

継続
1 教育総務費

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 60 基本目標 4　未来を担う人づくり

1 教育総務費

目 2 事務局費

小中学校におけるいじめ防止対策の
ための委員の謝礼金。

・年2回の全体での情報交換
・各学校での会議への参加と情報
　共有

(財源内訳)

目 3 学校財産管理費

第５次総合振興計画リンク覧

(財源内訳)

7,488 石鉢小学校学区の生徒の階上中学校
通学における路線バスの利用に対す
る委託料。

・確実・安全な運行
・対象者　113人

【教育課】 7,488 基本方向 1　豊かな心と個性を育む教育の充実

説明書頁 61 基本目標 4　未来を担う人づくり

校歌演奏等指導
委託料

新規

110 令和3年4月の統合後の道仏小学校新
校歌を、教員及び児童に指導するた
めの委託料。

・年5回程度の指導
　（各校1回ずつ、全体2回）

【教育課】 10,163 基本方向 1　豊かな心と個性を育む教育の充実

小中学校用務員
業務委託料

継続

15,603

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 61 基本目標 4　未来を担う人づくり

(財源内訳)
1 教育総務費

目 3 学校財産管理費

スクールバス運
行委託料

継続

10,163 田代地区、旧登切小学校区及び旧金
山沢小学校区の児童生徒のスクール
バス運行に係る委託料。田代地区及
び旧登切小学校区は下校に係る運
行、旧金山沢小学校区は登下校に係
る運行とする。

・確実、安全な運行

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 61 基本目標 4　未来を担う人づくり

1 教育総務費

目 3 学校財産管理費

学校用務員業務を委託により行う。 ・8校における用務員業務の実施

(財源内訳)

【教育課】 15,603 基本方向 1　豊かな心と個性を育む教育の充実

(財源内訳)
1 教育総務費

目 2 事務局費

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 60 基本目標 4　未来を担う人づくり

【教育課】 110 基本方向 1　豊かな心と個性を育む教育の充実
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１０款　教育費

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

1 教育総務費

目 3 学校財産管理費

階上中学校における公共交通機関の
空白時間帯の下校時、授業用町民
プール送迎等に係る自動車借上料。

・確実、安全な運行
・階上中学校随時運行　年20回程
　度
・授業用町民プール送迎　年34回
　程度(財源内訳)

階上中学校下
校、町民プール
等送迎
（自動車借上料）

継続

2,420

【教育課】 2,420 基本方向 1　豊かな心と個性を育む教育の充実

目 3 学校財産管理費

第５次総合振興計画リンク覧

(財源内訳)
324

326 国の補助率100%事業。エネルギーに
関する教育に必要な教材・教具の購
入や児童の研修等を行う。

・階上小学校　教材整備、発電施
　設見学
・石鉢小学校　発電施設見学

エネルギー教育
支援事業費

継続

【教育課】 2 基本方向 1　豊かな心と個性を育む教育の充実

説明書頁 61 基本目標 4　未来を担う人づくり

1 教育総務費

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 61 基本目標 4　未来を担う人づくり

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 61 基本目標 4　未来を担う人づくり

(財源内訳)
1 教育総務費

目 4 保健体育総務費

スクールソー
シャルワーカー
報償金

継続

1,020 不登校などの問題を抱えている児童
生徒をケアするため、スクールソー
シャルワーカーを全小中学校へ派遣
する。

・計画訪問の実施　年160回程度
・小中学校と関係機関との連携
　随時

1 教育総務費 1
目 4 保健体育総務費

要件に該当する保護者等に医療費の
援助を行う。小中学校合わせて延べ
20人程度を見込む。

・義務教育環境の整備
・適正な対象者の把握と確実な助
　成

(財源内訳)

【教育課】 9,614 基本方向 1　豊かな心と個性を育む教育の充実

【教育課】 1,020 基本方向 1　豊かな心と個性を育む教育の充実

要保護準要保護
児童生徒医療費
援助（小中学
校）

継続

80

(財源内訳)

【教育課】 79 基本方向 1　豊かな心と個性を育む教育の充実

要保護準要保護
児童生徒給食費
援助（小中学
校）

継続

9,614

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 62 基本目標 4　未来を担う人づくり

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 62 基本目標 4　未来を担う人づくり

1 教育総務費

目 4 保健体育総務費

要件に該当する保護者等に給食費の
援助を行う。小学校は1食280円、中
学校は1食300円。小中学校合わせて
延べ33,400食程度を見込む。

・義務教育環境の整備
・適正な対象者の把握と確実な助
　成

説明書頁 62 基本目標 4　未来を担う人づくり

【教育課】 29,222 基本方向

1 教育総務費

目 5 特別支援教育振
興費 第５次総合振興計画リンク覧

特別な支援を要する児童生徒に対し
て適正な対応をするため、支援員を
配置する。学習支援員を11人、生活
支援員を2人配置する。

・義務教育環境の整備

(財源内訳)

1　豊かな心と個性を育む教育の充実

特別支援教育支
援員配置事業費

継続

29,222
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１０款　教育費

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

階上町ふるさと
定住促進補助金

継続

3,900 若者の階上町への定住促進を図るた
め、町の奨学金の貸与を受けた者が
償還期間中、町に在住した場合に、
前年度償還額の2分の1を翌年度に補
助する。

・定住促進
・償還状況の把握
・対象者への案内　年2回

(財源内訳)
1 教育総務費

目 6 教育振興費

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 63 基本目標 4　未来を担う人づくり

【教育課】 3,900 基本方向 1　豊かな心と個性を育む教育の充実

学級現状調査診
断委託料

継続

753 やる気のあるクラスづくり、いごこ
ちのよいクラスづくりのためのアン
ケート調査を全児童生徒を対象に実
施し、不登校やいじめの防止・早期
発見に活用する。

・教育環境の向上
・いじめ防止
・年2回実施（前期・後期）

(財源内訳)

説明書頁 63 基本目標 4　未来を担う人づくり

【教育課】 753 基本方向 1　豊かな心と個性を育む教育の充実

1 教育総務費

目 6 教育振興費

第５次総合振興計画リンク覧

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 63 基本目標 4　未来を担う人づくり

(財源内訳)
1 教育総務費

目 6 教育振興費

教育振興児童生
徒送迎
（自動車借上料）

継続

610 町教育振興会の事業として実施して
いる陸上記録会、芸術観賞会等の送
迎バスの運行に係る自動車借上料。

・確実、安全な運行
・義務教育環境の整備
・陸上記録会　6月実施
・芸術鑑賞会　8月実施

1 教育総務費 936
目 6 教育振興費 477

八戸市等の私立幼稚園に通園してい
る園児の副食費や保育料に対する給
付費。

・保護者等の負担軽減
・幼稚園教育の普及と充実
・施設等利用費と預かり保育料の
　毎月の給付

(財源内訳)

【教育課】 7,000 基本方向 1　豊かな心と個性を育む教育の充実

【教育課】 610 基本方向 1　豊かな心と個性を育む教育の充実

子育てのための
施設等利用給付
費

新規

1,890

児童生徒の部活動について、県大会
や東北大会など、その遠征費用の負
担軽減のための補助金。

・保護者等の負担軽減
・義務教育環境の整備
・競技力の向上

【教育課】 0 基本方向 1　豊かな心と個性を育む教育の充実

【教育課】 477 基本方向 1　豊かな心と個性を育む教育の充実

中体連等参加費
補助金

継続

7,000

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 63 基本目標 4　未来を担う人づくり

16,440

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 63 基本目標 4　未来を担う人づくり

1 教育総務費

目 6 教育振興費

(財源内訳)

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 63 16,440 基本目標 4　未来を担う人づくり

1 教育総務費

目 6 教育振興費

経済的理由により修学困難な者に対
して、修学の促進と教育機会の確保
を図るため奨学金を貸与する。大学
生等は月額4万円、高校生は月額2万
円。

・大学生等23人
・高校生23人
・償還状況の把握
・未納者への適切な対応

(財源内訳)

奨学資金

継続
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１０款　教育費

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

語学指導外国青
年招致事業費

継続

9,900

【教育課】 9,430 基本方向 1　豊かな心と個性を育む教育の充実

【教育課】 1,992 基本方向 1　豊かな心と個性を育む教育の充実

小学校管理費

継続

48,740

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 63 470 基本目標 4　未来を担う人づくり

1 教育総務費

目 7 語学指導外国青
年招致事業費

英語教育の向上を図るため、外国語
指導助手（ＡＬＴ）により各小中学
校で英語の授業を行う。なお、英語
教育環境の更なる充実を目指して、
平成26年8月からは2名体制となって
いる。

・英語教育環境の整備
・小中学校の英語教育の向上

(財源内訳)

【教育課】 48,740 基本方向 1　豊かな心と個性を育む教育の充実

2,395

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 63 基本目標 4　未来を担う人づくり

2 小学校費

目 1 学校管理費

小学校6校の管理費と1小学校あたり
5万円を上限とする特色ある学校づ
くりに係る経費。

・学校施設の維持管理
・特色のある学校づくりの推進

(財源内訳)

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 64 基本目標 4　未来を担う人づくり

2 小学校費 403
目 2 教育振興費

理科の観察・実験に使用する設備の
準備・調整を行う理科観察実験アシ
スタントを3名配置する。

・教育環境の向上
・1名につき小学校2校を担当
・理科科目のある3～6学年全ての
　学年で実施

(財源内訳)

理科観察実験ア
シスタント配置
事業費

継続

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 65 基本目標 4　未来を担う人づくり

2 小学校費

目 2 教育振興費

要件に該当する保護者等に学用品、
入学用品、修学旅行等の費用を援助
するほか、中学校入学予定者に新入
学用品を事前支給している。110人
程度を見込む。

・義務教育環境の整備
・適正な対象者の把握と確実な助
　成
・新入学用品の事前支給

(財源内訳)

要保護準要保護
児童生徒援助費
（小学校）

継続

4,957

【教育課】 4,957 基本方向 1　豊かな心と個性を育む教育の充実

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 65 基本目標 4　未来を担う人づくり

3 中学校費

目 1 学校管理費

中学校2校の管理費と1中学校あたり
15万円を上限とする特色ある学校づ
くりに係る経費。

・学校施設の維持管理
・特色のある学校づくりの推進

(財源内訳)

中学校管理費

継続

28,575

【教育課】 28,575 基本方向 1　豊かな心と個性を育む教育の充実

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 66 基本目標 4　未来を担う人づくり

3 中学校費

目 2 教育振興費

要件に該当する保護者等に学用品、
入学用品、修学旅行等の費用を援助
する。67人程度を見込む。

・義務教育環境の整備
・適正な対象者の把握と確実な助
　成

(財源内訳)

要保護準要保護
児童生徒援助費
（中学校）

継続

4,031

【教育課】 4,031 基本方向 1　豊かな心と個性を育む教育の充実
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１０款　教育費

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

八戸地方えんぶ
り調査事業負担
金

新規

134 八戸市・南部町・おいらせ町との共
同により、歴史や地域的特色などえ
んぶりに関する記録を作成するため
の調査事業に係る負担金。

・保護意識の増進
・魅力の再発見
・令和4年度まで実施予定

(財源内訳)
4 社会教育費

目 3 文化行政費

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 68 基本目標 4　未来を担う人づくり

【教育課】 134 基本方向 3　地域に根ざした文化・スポーツの振興

1 社会教育総務費

図書管理システムに係る管理経費。
町の3図書室の図書データの管理と
図書の検索を可能としている。

・図書データの管理
・図書貸出冊数の増　各施設前年
　度比10％増

(財源内訳)

図書管理システ
ム管理費

継続

697

【教育課】 697 基本方向 1　豊かな心と個性を育む教育の充実

文化賞・スポー
ツ賞表彰事業費

継続

361 町の文化・スポーツ発展向上に貢献
した方々に対し、階上町文化賞表
彰・スポーツ賞表彰を行う。

・文化、スポーツの発展、向上

(財源内訳)

【教育課】 3,734 基本方向 2　生きがいのある生涯学習の推進

成人式実行委員
会補助金

継続

500

【教育課】 500 基本方向 1　町民参加の推進

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 67 基本目標 6　町民参加によるまちづくり

(財源内訳)

4 社会教育費

目 2 社会教育活動費 503

はしかみキャンパス、生きがい中央
大学、わんぱく王国などの開催費用
と陶芸作業所の管理費。令和2年度
は、生涯学習まちづくり推進計画の
策定と、町制施行40周年記念生涯学
習まちづくりフォーラムを予定して
いる。

・生涯学習のまちづくりの推進
・はしかみキャンパス　40回
・生きがい中央大学　10回
・わんぱく王国　8回
・わくわく創年チャレンジ!大学
　5回
・ブックスタート事業による読書活動
　の推進

(財源内訳)

説明書頁 66 基本目標 4　未来を担う人づくり

【教育課】 361 基本方向

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 66 基本目標 4　未来を担う人づくり

4 社会教育費

目

目 3 文化行政費

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 68 基本目標 4　未来を担う人づくり

4 社会教育費

目 1 社会教育総務費

第５次総合振興計画リンク覧

3　地域に根ざした文化・スポーツの振興

4 社会教育費

目 1 社会教育総務費

新成人が自ら企画立案し、成人式を
開催するため、実行委員会に補助金
を交付する。

・特色ある成人式の開催（令和3
　年1月10日）
・成人式参加者の増
・実行委員会の開催　8回程度

(財源内訳)

1,300 町の文化祭実行委員会に対する補助
金。

・文化祭来場者数　5,500人
・展示・出店者数の増
・芸術・文化団体の交流促進

文化祭実行委員
会補助金

継続
4 社会教育費

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 67 500 基本目標 4　未来を担う人づくり

【教育課】 1,300 基本方向 3　地域に根ざした文化・スポーツの振興

社会教育活動事
業費

継続

4,737

58



１０款　教育費

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

99 自転車を活用したまちづくりに関す
る取組を推進するため、サイクリス
ト用の自転車置場を石鉢ふれあい交
流館に設置する。

・観光振興
・健康増進
・交通の混雑緩和
・環境への負荷低減
・設置時期　5月

自転車置場
（備品購入費）

新規
4 社会教育費

目 5 石鉢ふれあい交
流館費 第５次総合振興計画リンク覧

(財源内訳)

【教育課】 99 基本方向 4　地域資源を活用した観光の振興

説明書頁 70 基本目標 2　地域資源をいかした活力あふれる産業づくり

【教育課】 5,442 基本方向 3　地域に根ざした文化・スポーツの振興

金山沢水郷館指
定管理委託料

継続
4 社会教育費

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 70 基本目標 4　未来を担う人づくり

(財源内訳)
4 社会教育費

目 7 町史編さん事業
費

町史編さん事業
費

継続

5,442 明治期から戦前に至るまでの、町に
関わる行政史の編さんを行う。

・歴史資料を通した文化振興の促
　進
・令和3年3月刊行予定（300冊）

624 指定管理者制度による金山沢水郷館
（旧金山沢小学校）の管理委託料。
民俗資料収集庫、集会施設を兼ね
る。委託先は金山沢行政区で、令和
6年度まで債務負担行為を設定。

・施設の運営と維持管理
・民俗資料収集庫併用
・集会室併用
・体育館併用

(財源内訳)

【教育課】 624 基本方向 3　地域に根ざした文化・スポーツの振興

町体育協会補助
金

継続

3,100

目 8 金山沢水郷館管
理費 第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁 70 基本目標 4　未来を担う人づくり

【教育課】 3,100 基本方向 3　地域に根ざした文化・スポーツの振興

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 71 基本目標 4　未来を担う人づくり

5 保健体育費

目 1 保健体育総務費

町の体育協会の活動に対する補助
金。

・健康増進
・競技力の向上
・郡総合体育大会、県民体育大会
　等各種大会参加

(財源内訳)

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 71 150 基本目標 4　未来を担う人づくり

5 保健体育費

目 1 保健体育総務費

体力向上とレクリェーションスポー
ツの推進を目指し、自転車を活用し
た体力向上事業を行う。

・健康増進
・体力向上

(財源内訳)

体力向上事業委
託料

継続

300

【教育課】 150 基本方向 3　地域に根ざした文化・スポーツの振興

聖火リレー事業
費

新規

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 70 2,620 基本目標 4　未来を担う人づくり

【教育課】 3,517 基本方向 3　地域に根ざした文化・スポーツの振興

6,137 令和2年6月12日（金）に小舟渡漁港
からはしかみハマの駅あるでぃ～ば
間で行われる「東京２０２０オリン
ピック聖火リレー」実施に係る事業
費。ミニセレブレーションや記念モ
ニュメントの設置を予定している。

・沿道応援者数　1,000人

(財源内訳)
5 保健体育費

目 1 保健体育総務費
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１０款　教育費

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

5 保健体育費

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 71 51,059 基本目標 4　未来を担う人づくり

5 保健体育費

目 2 給食センター費

給食センターに係る管理経費。主な
業務は民間業者に委託している。

・施設の運営と維持管理
・義務教育環境の整備

(財源内訳)

給食センター費

継続

114,423

【教育課】 63,364 基本方向 1　豊かな心と個性を育む教育の充実

目 3 体育館費

第５次総合振興計画リンク覧

(財源内訳)

5,126 各小中学校の体育館等の有効活用の
ため学校施設を開放するのに伴い、
開放日等の利用調整や開放指導員の
配置を委託により行う。

・適正な施設の利用
・健康増進体育施設活用事

業委託料

継続

【教育課】 5,126 基本方向 3　地域に根ざした文化・スポーツの振興

説明書頁 72 基本目標 4　未来を担う人づくり

【教育課】 686 基本方向 3　地域に根ざした文化・スポーツの振興

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 73 20 基本目標 4　未来を担う人づくり

(財源内訳)
5 保健体育費

目 6 道仏交流セン
ター費

道仏交流セン
ター費

継続

706 道仏交流センターの管理経費。 ・施設の集約化
・利便性の向上
・利用者の増

基本方向

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標

基本方向

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標
基本方向

60



１２款　公債費

主要施策
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１２款　公債費

項 国
県
債
他
一

項 国
県
債
他
一

(財源内訳)

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容

1 公債費

成果目標

長期債償還元金

継続

717,581 これまでの借入金に係る元金の返
済。

・後年度の負担軽減

【総合政策課】 717,581 基本方向 1　町民に開かれた行財政の推進

目 1 元金

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 73 基本目標 7　開かれた行財政づくり

長期債償還利子

継続

【総合政策課】 44,667

44,667 これまでの借入金に係る利子の返
済。

・後年度の負担軽減

(財源内訳)

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 73 基本目標 7　開かれた行財政づくり

1 公債費

目 2 利子

基本方向 1　町民に開かれた行財政の推進

第５次総合振興計画リンク覧

基本方向

基本目標
基本方向

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標

基本方向

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標

基本方向
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国民健康保険特別会計

主要施策
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国民健康保険特別会計

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

【健康福祉課】 2,116 基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

国民健康保険市
町村事務処理標
準システム管理
費

新規

9,905 国が開発し導入を進める国民健康保
険市町村事務処理標準システムに係
る経費。八戸市、五戸町、南部町、
階上町、新郷村の5市町村が共同利
用クラウドの方式で導入・運用す
る。

・被保険者サービスの向上
・事務の標準化

1 総務費 (財源内訳)
1 総務管理費

目 1 一般管理費 7,789
第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁 86 基本目標

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 86 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

【健康福祉課】 674 基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

1 総務費 (財源内訳)
1 総務管理費

目 1 一般管理費

1 賦課徴税費

888 町税などの滞納及び滞納処分情報を
管理するためのシステムに係る経
費。一般税と国民健康保険税の滞納
額により、一般会計と経費を按分し
ている。

・各税収納率の向上
・滞納額の減少
・滞納者数の減少

(財源内訳)

税滞納管理シス
テム管理費

1 総務費

国保情報集約シ
ステム運用管理
委託料

継続

674 国保広域化に伴う、市町村間の情報
連携を支援するためのシステムに係
る経費。

・制度の円滑な施行

第５次総合振興計画リンク覧

0 基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

(財源内訳)
1 療養諸費

療養給付費（一
般）

基本方向 1　町民に開かれた行財政の推進

継続

880,152 被保険者が業務以外の事由により病
気やけがをしたとき、国民健康保険
で治療や調剤を受けられる。対象者
は、退職被保険者以外の者。

・被保険者の健康の維持

継続

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標 7　開かれた行財政づくり

888

880,152

1 療養諸費

基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進【健康福祉課】

目 2 退職被保険者等
療養給付費

説明書頁 87 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

療養給付費（退
職）

3,430

3,430

(財源内訳)

保険証を持参せずに医療機関等で受
診した場合や柔道整復師による治療
を受けた場合等、その費用につい
て、後から療養費が支給される。対
象者は、退職被保険者以外の者。

0

継続

2,000 被保険者が業務以外の事由により病
気やけがをしたとき、国民健康保険
で治療や調剤を受けられる。対象者
は、退職被保険者。

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

・被保険者の健康の維持

(財源内訳)

2,000

・被保険者の健康の維持

0 基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

継続

説明書頁 87

【健康福祉課・税務課】

2 徴税費

目

説明書頁 87

2 保険給付費

2 保険給付費

【健康福祉課】

3 一般被保険者療
養費

療養費（一般）

1 療養諸費

説明書頁 87

目

2 保険給付費

【健康福祉課】

目 1 一般被保険者療
養給付費
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国民健康保険特別会計

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

継続

5 保険証を持参せずに医療機関等で受
診した場合や柔道整復師による治療
を受けた場合等、その費用につい
て、後から療養費が支給される。対
象者は、退職被保険者。

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標説明書頁 87

2 保険給付費

療養費（退職）

3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

目 4 退職被保険者等
療養費

5

・被保険者の健康の維持

(財源内訳)
1 療養諸費

【健康福祉課】 0 基本方向

4,442

2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

継続

　

4,504 レセプトとは診療報酬明細書の通
称。国民健康保険診療報酬審査委員
会がレセプトの審査を行っている。

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 88 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

目 5 審査支払手数料

【健康福祉課】 62

・適正な給付

(財源内訳)
1 療養諸費

基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

レセプト審査支
払手数料

2 保険給付費

高額療養費（一
般）

継続2 保険給付費

2 高額療養費

説明書頁 88

【健康福祉課】
基本目標

133,000 病院などの窓口で支払う医療費が一
定額（自己負担限度額）を超えた場
合、その超えた金額を支給する。

・被保険者の負担軽減

(財源内訳)

3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり
0 基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

高額療養費（退
職）

第５次総合振興計画リンク覧

目 1 一般被保険者高
額療養費

133,000
第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁 88 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

継続2 保険給付費 (財源内訳)
2 高額療養費

目 2 退職被保険者等
高額療養費

500

500 病院などの窓口で支払う医療費が一
定額（自己負担限度額）を超えた場
合、その超えた金額を支給する。

・被保険者の負担軽減

【健康福祉課】 0 基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

出産育児一時金

継続

4,200

目 1 出産育児一時金

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 89 2,800 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

被保険者が出産をした場合、1児ご
と42万円を出産育児一時金として支
給する。10件の支給を見込む。

・妊産婦の経済的負担軽減

2 保険給付費 (財源内訳)
4 出産育児諸費

【健康福祉課】 1,400 基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

葬祭費

継続

1,750

目 1 葬祭費

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 89 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

被保険者が死亡したとき、その葬祭
を行う方に葬祭費5万円を支給す
る。

・葬祭執行者の負担軽減

2 保険給付費 (財源内訳)
5 葬祭諸費

【健康福祉課】 1,750 基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進
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国民健康保険特別会計

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

特定健康診査等
事業費

継続

9,643

目 1 特定健康診査等
事業費

3,862
第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁 90 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

特定健康診査とは、内臓脂肪症候群
に着目した健康診査で、特定健診の
結果、必要と判断された場合、特定
保健指導が行われる。委託先は八戸
市総合健診センターである。

・健診受診率　40％
・特定保健指導実施率　40％
・メタボ予備軍率　17.5％

5 保健事業費 (財源内訳)
1 特定健康診査等事業費

【健康福祉課】 5,781 基本方向 1　豊かな生活を支える健康づくりの推進

一般被保険者医
療給付費分

継続

323,460 市町村が支払う保険給付費の財源
（保険給付費等交付金）として県が
市町村から徴収するもの。

・被保険者の健康の維持

3 国民健康保険事業費納付金 (財源内訳)
1 医療給付費分

目 1 一般被保険者医
療給付費分

7,731
第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁 89 144,232 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

【健康福祉課】 171,497 基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

退職被保険者等
医療給付費分

継続

8 市町村が支払う保険給付費の財源
（保険給付費等交付金）として県が
市町村から徴収するもの。

・被保険者の健康の維持

3 国民健康保険事業費納付金 (財源内訳)
1 医療給付費分

目 2 退職被保険者等
医療給付費分 第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁 89 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

【健康福祉課】 8 基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

目 2 退職被保険者等後期高
齢者支援金等分

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 90 基本目標

28 75歳以上の方が加入する後期高齢者
医療制度を支援するための財源（後
期高齢者支援金）として県が市町村
から徴収するもの。

・後期高齢者医療制度の維持

3 国民健康保険事業費納付金 (財源内訳)
2 後期高齢者支援金等分

一般被保険者後
期高齢者支援金
等分

継続

96,838 75歳以上の方が加入する後期高齢者
医療制度を支援するための財源（後
期高齢者支援金）として県が市町村
から徴収するもの。

・後期高齢者医療制度の維持

3 国民健康保険事業費納付金 (財源内訳)
2 後期高齢者支援金等分

目 1 一般被保険者後期高齢
者支援金等分

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 90 10,251 基本目標

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 89 25,939 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

【健康福祉課】 70,899 基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

【健康福祉課】 28 基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

退職被保険者等
後期高齢者支援
金等分

継続

3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

【健康福祉課】 26,990 基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

介護納付金分

継続

37,241 40歳以上65歳未満の方（介護保険第
2号被保険者）の介護保険料相当分
として県が市町村から徴収するも
の。

・介護保険制度の維持

3 国民健康保険事業費納付金 (財源内訳)
3 介護納付金分

目 1 介護納付金分

66



国民健康保険特別会計

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

款

項 国
県
債
他
一

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標
基本方向

基本方向
　

　

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標
基本方向

基本方向
　

　

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標

保健事業費

継続

　

3,339

目 1 保健事業費 357
第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁 91 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

国民健康保険被保険者に対し、循環
器疾患や糖尿病などの生活習慣病発
症及び重症化を予防するため、健康
づくり事業や人間ドック等を実施し
ている。

・要精検未受診者（糖尿病）へ
　の保健指導　70％

5 保健事業費 (財源内訳)
2 保健事業費

【健康福祉課】 2,982 基本方向

基本目標

1　豊かな生活を支える健康づくりの推進
　

基本方向

第５次総合振興計画リンク覧
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漁業集落排水事業特別会計

主要施策
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漁業集落排水事業特別会計

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

一般管理費
6,889 漁業集落排水事業に係る一般的な管

理経費。職員人件費（1名分）も含
む。

・下水道接続相談会の実施　2回

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 98 1 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

継続1 総務費 (財源内訳)
1 総務管理費

目 1 一般管理費

【建設課】 6,888 基本方向 3　豊かな暮らしを支える生活基盤の整備

施設管理費

継続

21,725

目 1 施設管理費 5,610
第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁 98 8,564 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

漁業集落排水施設に係る管理経費。
施設の長寿命化と更新コストの平準
化・縮減を図るため、令和2年度に
施設の機能診断を行い、機能保全計
画を策定する。

・使用料収納率　99.5％

2 施設管理費 (財源内訳)
1 施設管理費

【建設課】 7,551 基本方向 3　豊かな暮らしを支える生活基盤の整備

長期債償還元金

継続

20,987

目 1 元金

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 99 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

漁業集落排水事業のための、これま
での借入金に係る元金の返済。

・後年度の負担軽減

3 公債費 (財源内訳)
1 公債費

【建設課】 20,987 基本方向 3　豊かな暮らしを支える生活基盤の整備

長期債償還利子

継続

3,960

目 2 利子

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 99 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

漁業集落排水事業のための、これま
での借入金に係る利子の返済。

・後年度の負担軽減

3 公債費 (財源内訳)
1 公債費

【建設課】 3,960 基本方向 3　豊かな暮らしを支える生活基盤の整備

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標
基本方向
　

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標
基本方向
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介護保険特別会計

主要施策
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介護保険特別会計

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

介護保険システ
ム管理費

【健康福祉課】 3,304 基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

介護予防サービ
ス計画作成委託
料

継続

554

目 1 一般管理費

3,634 介護保険業務の事務支援システムに
係る経費。

・適正なシステムの運用・管理
・システム改修（番号制度改正
　対応）　1回

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 110 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

継続1 総務費 (財源内訳)
1 総務管理費 330

目 1 一般管理費

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 110 553 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

要支援1・要支援2と認定された方
が、自宅で介護予防サービスを受け
るために必要な、介護予防サービス
計画作成のための委託料。

・要支援者の自立支援
・委託件数　120件

1 総務費 (財源内訳)
1 総務管理費

【健康福祉課】 1 基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

介護認定調査委
託料

継続

594

目 1 介護認定諸費 7
第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁 111 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

要介護認定・要支援認定の際に行わ
れる調査にかかる委託料。

・適正な介護認定
・調査委託件数　180件

1 総務費 (財源内訳)
3 介護認定費

【健康福祉課】 587 基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

介護サービス等
諸費

継続

1,175,000

目 1 介護サービス等
諸費

167,025
第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁 111 464,125 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

要介護1～5の方に提供されるサービ
ス。高齢者の介護生活をサポート
し、介護する側される側の負担を軽
減する。介護保険制度の介護サービ
スを受けた場合、費用の1割（所得
によっては2割又は3割）が自己負担
となる。

・総合的かつ効率的なサービス
　提供
・給付件数　15,400件

2 保険給付費 (財源内訳)
1 介護サービス等諸費 273,600

【健康福祉課】 270,250 基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

介護予防サービ
ス等諸費

継続

13,800

目 1 介護予防サービ
ス等諸費

1,725
第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁 111 5,451 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

要支援1・要支援2の方に提供される
サービス。介護予防サービス計画の
作成が必要となる。

・総合的かつ効率的なサービス
　提供
・給付件数　400件

2 保険給付費 (財源内訳)
2 介護予防サービス等諸費 3,450

【健康福祉課】 3,174 基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

高額介護サービ
ス費

継続

　

30,000

目 1 高額介護サービ
ス費

3,750
第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁 111 11,850 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

要介護者が居宅サービスや施設サー
ビスを利用して、支払った自己負担
額が一定額を超えた場合に支給され
る給付費。

・勧奨通知　月1回
・給付件数　2,100件

2 保険給付費 (財源内訳)
4 高額介護サービス等費 7,500

【健康福祉課】 6,900 基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進
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介護保険特別会計

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

【健康福祉課】 1,677 基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

一般介護予防事
業費

継続

7,289 第1号被保険者全ての方と、その支
援のための活動に関わる方を対象
に、介護予防に関する知識の普及啓
発や地域における自主的な介護予防
活動の育成・支援を行う。

・ハート生き活き事業の開催
　91回
・ほのぼの交流会の開催　19地
　区
・高齢者通いの場補助金の交付
　9団体

5 地域支援事業費 (財源内訳)
2 一般介護予防事業費 1,822

目 1 一般介護予防事業費 911

説明書頁 113 2,879 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

特定入所者介護
サービス等諸費

継続

45,000

目 1 特定入所者介護
ｻｰﾋﾞｽ等諸費

7,725
第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁 112 17,775 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

介護保険施設等における居住費・食
費は全額利用者負担となるが、所得
が少ない方の負担が重くならないよ
う負担限度額を設け、限度額を超え
た部分について支給される給付費。

・認定証の交付
・更新申請勧奨通知　年1回
・給付件数　2,200件

2 保険給付費 (財源内訳)
5 特定入所者介護サービス等諸費 9,150

【健康福祉課】 10,350 基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

高額医療合算介
護サービス費

継続

4,000

目 1 高額医療合算介
護ｻｰﾋﾞｽ費

500
第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁 112 1,580 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

1年間に支払った医療費と介護費の
合算額が、自己負担限度額を超える
場合、その超えた額が高額医療合算
介護サービス費として支給される。

・勧奨通知　年1回
・給付件数　120件

2 保険給付費 (財源内訳)
6 高額医療合算介護サービス等費 1,000

【健康福祉課】 920 基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

介護予防・生活
支援サービス事
業費

継続

26,374

目 1 介護予防・生活支援
サービス事業費

3,297
第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁 113 10,418 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

介護予防・生活支援サービス事業
は、要支援者等を対象に、できるだ
け介護が必要な状態にならないよう
に、また要介護状態の軽減・悪化の
防止のために行われる事業。

・介護予防訪問・通所介護相談
　サービスの給付
・訪問型サービスB（住民主体
　型）事業の実施　1か所
・通所型サービスC（短期集中
　型）事業の実施　4教室

5 地域支援事業費 (財源内訳)
1 介護予防・生活支援サービス事業費 6,593

【健康福祉課】 6,066 基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

目 1 地域包括支援センター
運営事業費

3,254
第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁 113 3,254 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

地域包括支援センターは、地域住民
の心身の健康の維持、生活の安定、
保健・福祉・医療の向上と増進のた
め必要な援助、支援を包括的に担う
地域の中核機関。この事業費には、
職員人件費（2名分）も含む。

・地域包括ケアシステムの推進
・地域包括支援センターの設置
　1か所
・ブランチ型総合相談窓口の設
　置　2か所

第５次総合振興計画リンク覧

基本目標

基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

5 地域支援事業費 (財源内訳)
3 包括的支援事業・任意事業費 8,759

【健康福祉課】 1,634

地域包括支援セ
ンター運営事業
費

継続

16,901

基本方向

第５次総合振興計画リンク覧
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公共下水道事業特別会計

主要施策
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公共下水道事業特別会計

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

基本方向

　

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 125 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

【建設課】 31,336 基本方向 3　豊かな暮らしを支える生活基盤の整備

1　快適で安心して暮らせるまちづくり

【建設課】 70,842 基本方向 3　豊かな暮らしを支える生活基盤の整備

長期債償還利子

継続

31,336 公共下水道事業のための、これまで
の借入金に係る利子の返済。

・後年度の負担軽減

4 公債費 (財源内訳)
1 公債費

目 2 利子

長期債償還元金

継続

75,054 公共下水道事業のための、これまで
の借入金に係る元金の返済。

・後年度の負担軽減

4 公債費 (財源内訳)
1 公債費

目 1 元金

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 124 4,212 基本目標

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 124 2,920 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

【建設課】 0 基本方向 3　豊かな暮らしを支える生活基盤の整備

1　快適で安心して暮らせるまちづくり

【建設課】 14,714 基本方向 3　豊かな暮らしを支える生活基盤の整備

公共下水道事業
費

継続

150,220 公共下水道事業に係る経費。 ・管渠工事：115,100千円
　　　　(L=1,370m)
・舗装本復旧：21,200千円
　　　　(L=717m、A=3,585㎡)

3 公共下水道事業費 (財源内訳)
1 公共下水道事業費 65,000

目 1 公共下水道事業
費 82,300

施設管理費

継続

47,816 公共下水道施設に係る管理経費。 ・使用料収納率　98.5％

2 施設管理費 (財源内訳)
1 施設管理費

目 1 施設管理費

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 124 33,102 基本目標

説明書頁 123 6 基本目標 1　快適で安心して暮らせるまちづくり

継続

【建設課】 23,448 基本方向 3　豊かな暮らしを支える生活基盤の整備

23,454 公共下水道事業に係る一般的な管理
経費。職員人件費（2名分）を含
む。

・下水道接続相談会の実施　4回

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

一般管理費

1 総務費 (財源内訳)
1 総務管理費

目 1 一般管理費

第５次総合振興計画リンク覧
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後期高齢者医療特別会計

主要施策
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後期高齢者医療特別会計

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

款

項 国
県
債
他
一

主な事業名 区分 事業費(千円) 事業の内容 成果目標

後期高齢者医療
事務支援システ
ム管理経費

3,755 後期高齢者医療制度は、75歳以上
（一定の障害がある場合は65歳以
上）の高齢者を対象とした医療制
度。青森県後期高齢者医療広域連合
が保険者となる。令和2年度は、制
度改正に対応するためのシステム改
修を予定している。

・資格業務、収納業務等の適正
　化と効率化

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 135 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

継続1 総務費 (財源内訳)
1 総務管理費 397

目 1 一般管理費

【健康福祉課】 3,358 基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

後期高齢者医療
広域連合納付金

継続

134,915

目 1 後期高齢者医療
広域連合納付金 第５次総合振興計画リンク覧

説明書頁 135 43,254 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

青森県後期高齢者医療広域連合が行
う後期高齢者の医療給付に充てるた
め、保険料等徴収金と保険基盤安定
繰入金（負担割合：県3/4、町1/4）
を納付する。

・保険料の確実な徴収と広域連
　合への納付
・保険料収納率　99.4％

2 後期高齢者広域連合納付金 (財源内訳)
1 後期高齢者医療広域連合納付金

【健康福祉課】 91,661 基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

保健事業費

新規

12,239

目 1 保健事業費

第５次総合振興計画リンク覧
説明書頁 136 9,408 基本目標 3　ともに生き支え合う健康・福祉のまちづくり

医療レセプトの点検、健診、介護レ
セプトのデータ分析等を行い、保健
事業と介護予防を一体的に実施す
る。

・健康状態が不明な高齢者を把
握し必要なサービスへつなげる

3 保健事業費 (財源内訳)
1 保健事業費

【健康福祉課】 2,831 基本方向 2　ともに支え合う福祉社会づくりの推進

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標
基本方向

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標
基本方向
　

第５次総合振興計画リンク覧
基本目標
基本方向
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階上町の

財政状況（資料）
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Ｈ２からＨ２５の一般会計当初予算の推移

H2
H3
H4
H5
H6
H7
H8
H9
H10
H11
H12
H13
H14
H15
H16
H17
H18
H19
H20
H21
H22
H23
H24
H25
H26
H27
H28
H29
H30
R1
R2

5,630
5,520

5,420

6,060

5,880 5,870

5,640
5,570

5,730 5,670

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

一般会計当初予算の推移（Ｈ２３～Ｒ２）

（単位：百万円）



Ｈ２からＨ２５の町税と年度当初人口の推移

H2
H3
H4
H5
H6
H7
H8
H9
H10
H11
H12
H13
H14
H15
H16
H17
H18
H19
H20
H21
H22
H23
H24
H25
H26
H27
H28
H29
H30
R1
R2

1,031 1,019

1,058

1,089
1,110

1,130 1,138
1,150

1,021
1,037

14,490
14,381

14,183

14,080
13,993

13,844

13,648

13,498
13,392 13,392

12,400

13,000

13,600

14,200

14,800

15,400

16,000

600

700

800

900

1,000

1,100

1,200

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

町税と年度末人口の推移（Ｈ２３～Ｒ２）

（単位：百万円、人）

※ 令和元年度は3月補正後予算額、令和2年度は当初予算額、それ以外は決算額
※ 令和元年度及び令和2年度の人口は令和2年1月末人口を使用、それ以外は年度末人口

※ 棒グラフは町税、折れ線グラフは年度末人口
※ 数値は百万円未満四捨五入して表示
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Ｈ２からＨ２５の地方交付税＋臨時財政対策債の推移

H2
H3
H4
H5
H6
H7
H8
H9
H10
H11
H12
H13
H14
H15
H16
H17
H18
H19
H20

H21
H22
H23
H24
H25
H26
H27
H28
H29
H30
R1
R2

2,433
2,409

2,435

2,361
2,398

2,380

2,287 2,291

2,207

2,130

254
247 228

215
207

167

173 174

134

127

1,600

1,800

2,000

2,200

2,400

2,600

2,800

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

地方交付税＋臨時財政対策債の推移（Ｈ２３～Ｒ２）
※ 上段：臨時財政対策債、下段：地方交付税（震災復興特別交付税を除く）
※ 令和元年度は3月補正後予算額、令和2年度は当初予算額、それ以外は決算額
※ 数値は百万円未満四捨五入して表示

（単位：百万円）

2,576

2,547

2,341

2,257

2,687

2,656 2,663

2,605

2,460 2,465



Ｈ２からＨ２４の借入額と元金返済の推移

H2
H3
H4
H5
H6
H7
H8
H9
H10
H11
H12
H13
H14
H15
H16
H17
H18
H19
H20

H21
H22
H23
H24
H25
H26
H27
H28
H29
H30
R1
R2

767
799

852

737
705

745
718

698
732 719

438

499

413

451

615

392

443

255

332

374

0

200

400

600

800

1,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

元金返済額と借入額の推移（Ｈ２３～Ｒ２）
※ 令和元年度は3月補正後予算額、令和2年度は当初予算額、それ以外は決算額
※ 棒グラフは元金返済額、折れ線グラフは借入額
※ 数値は百万円未満四捨五入して表示 （単位：百万円）
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Ｈ２からＨ２４の性質別経費の割合の推移

H2
H3
H4
H5
H6
H7
H8
H9
H10
H11
H12
H13
H14
H15
H16
H17
H18
H19
H20

H21
H22
H23
H24
H25
H26
H27
H28
H29
H30
R1
R2

919 940 981 849 804 832 793 762 785 764

875 881 887
946 988

1,101 1,042 1,067 1,145 1,117

797 774 744 760 782
758

774 756
790 843

609 529 596 694 712
667

688 704
718 753

2,221

1,878

2,339

1,895 1,914
1,948

1,750 1,706

1,758 1,608

793

930

1,027

815
985 661

834

370

726

585

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

歳出の性質別経費の推移（Ｈ２３～Ｒ２）

← 投資的経費

← その他の経費

← 繰出金

← 人件費

← 扶助費

← 公債費

※ 令和元年度は3月補正後予算額、令和2年度は当初予算額、それ以外は決算額
※ 数値は百万円未満四捨五入して表示

（単位：百万円）

5,967 5,881

5,365

5,922

5,670

6,214
5,932

6,574

5,959
6,185



H2
H3
H4
H5
H6
H7
H8
H9
H10
H11
H12
H13
H14
H15
H16
H17
H18
H19
H20

H21
H22
H23
H24
H25
H26
H27
H28
H29
H30
R1
R2

14.8 15.9 14.9 14.2 13.0 13.9 13.5 14.2 13.3 13.5

14.1
14.9

13.5 15.9
16.0

18.445 17.7
19.9

19.3 19.7

12.8
13.0

11.3
12.7465

12.6

12.7 13.2

14.1
13.3

14.9

9.8
8.9

9.1

11.7
11.5

11.2 11.7

13.1
12.1

13.3

35.7 31.7
35.6

31.8
30.9

32.7
29.8

31.8

29.7
28.3

12.8
15.7 15.6 13.7 15.9

11.1
14.2

6.9
12.3 10.3

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

歳出の性質別経費の割合の推移（Ｈ２３～Ｒ２）

← 投資的経費

← その他の経費

← 繰出金

← 人件費

← 扶助費

← 公債費

※ 令和元年度は3月補正後予算額、令和2年度は当初予算額、それ以外は決算額

（単位：％）
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H2
H3
H4
H5
H6
H7
H8
H9
H10
H11
H12
H13
H14
H15
H16
H17
H18
H19
H20

H21
H22
H23
H24
H25
H26
H27
H28
H29
H30
R1
R2

793 800
770

682

624 639

589
546 560

529

126
141

211

167

180
193

204
216

225
235

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

公債費（借入金返済額）の推移（Ｈ２３～Ｒ２）
※ 令和元年度は3月補正後予算額、令和2年度は当初予算額、それ以外は決算額

※ 上段は臨時財政対策債の元利償還金、下段は臨時財政対策債以外の元利償還金
※ 数値は百万円未満四捨五入して表示 （単位：百万円）

832
793

762
785

764

919 941

804
849

981



Ｈ２からＨ２４の町債残高の推移

H2
H3
H4
H5
H6
H7
H8
H9
H10
H11
H12
H13
H14
H15
H16
H17
H18
H19
H20

H21
H22
H23
H24
H25
H26
H27
H28
H29
H30
R1
R2

6,264

5,828

5,344

4,986 4,850
4,504

4,245

3,831
3,524

3,281

2,344
2,479

2,525

2,525 2,644
2,637

2,621

2,591

2,508
2,407

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

町債残高の推移（Ｈ２３～Ｒ２）
※ 令和元年度は3月補正後予算額、令和2年度は当初予算額、それ以外は決算額
※ 上段は臨時財政対策債の残高、下段は臨時財政対策債以外の残高
※ 数値は百万円未満四捨五入して表示 （単位：百万円）

6,866

6,422

5,688

8,608

6,032

7,141

8,307

7,869

7,583 7,494
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Ｈ２からＨ２４の基金残高の推移

H2
H3
H4
H5
H6
H7
H8
H9
H10
H11
H12
H13
H14
H15
H16
H17
H18
H19
H20
H21
H22
H23
H24
H25
H26
H27
H28
H29
H30
R1
R2
R3
R4
R5
R6

1,537 1,618 1,539 1,570

1,733

1,724 1,725
1,795

1,706

1,299

152
137

74 60

46 32 18
4

507
368

681

499
278 274 276

269

272

274

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

基金残高の推移（Ｈ２３～Ｒ２）
※ 令和元年度は3月補正後予算額、令和2年度は当初予算額、それ以外は決算額
※ 上段はその他特定目的基金の残高、中段は減債基金の残高、下段は財政調整基金の残高
※ 数値は百万円未満四捨五入して表示 （単位：百万円）

2,030 2,0682,019
1,978

1,573

2,196
2,123

2,294

2,129

2,057



Ｈ18からＨ27の国保会計当初予算の推移

H2
H3
H4
H5
H6
H7
H8
H9
H10
H11
H12
H13
H14
H15
H16
H17
H18
H19
H20
H21
H22
H23
H24
H25
H26
H27
H28
H29
H30
R1
R2
R3
R4
R5
R6
R7
R8

1,801 1,801 1,804 1,763

2,030
1,958

1,889

1,542 1,547 1,533

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

国民健康保険特別会計当初予算の推移（Ｈ２３～Ｒ２）

（単位：百万円）
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H2
H3
H4
H5
H6
H7
H8
H9
H10
H11
H12
H13
H14
H15
H16
H17
H18
H19
H20
H21
H22
H23
H24
H25
H26
H27
H28
H29
H30
R1
R2
R3
R4
R5

45

64

45
42 41 41

44
41

43

54

0
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40

50

60

70

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

漁業集落排水事業特別会計当初予算の推移（Ｈ２３～Ｒ２）

（単位：百万円）



Ｈ18からＨ27の介護会計当初予算の推移

H2
H3
H4
H5
H6
H7
H8
H9
H10
H11
H12
H13
H14
H15
H16
H17
H18
H19
H20
H21
H22
H23
H24
H25
H26
H27
H28
H29
H30
R1
R2
R3
R4
R5
R6

947
976

1,024

1,197
1,262 1,244

1,304
1,345 1,339 1,357

0

500

1,000

1,500

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

介護保険特別会計当初予算の推移（Ｈ２３～Ｒ２）

（単位：百万円）
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H2
H3
H4
H5
H6
H7
H8
H9
H10
H11
H12
H13
H14
H15
H16
H17
H18
H19
H20
H21
H22
H23
H24
H25
H26
H27
H28
H29
H30
R1
R2
R3
R4
R5
R6
R7
R8
R9

242

189

252

304 310 311 316 318 320
328

0

100

200

300

400

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

公共下水道事業特別会計当初予算の推移（Ｈ２３～Ｒ２）

（単位：百万円）



　ｂｖｖ

90 90
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108

99 101
106

114
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159
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50

100
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200

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

後期高齢者医療特別会計当初予算の推移（Ｈ２３～Ｒ２）

（単位：百万円）

93



94

H2
H3
H4
H5
H6
H7
H8
H9
H10
H11
H12
H13
H14
H15
H16
H17
H18
H19
H20
H21
H22
H23
H24
H25
H26
H27
H28
H29
H30
R1
R2
R3
R4
R5
R6
R7
R8
R9
R10
R11
R12

8 8
7 7

6 6
5 5

4 4

17
17 18 18

19 19
20 20 21 21

0
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H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

漁業集落排水事業特別会計における公債費（借入金返済額）の推移（Ｈ２３～Ｒ２）

25 2525 25252525252525

※ 令和元年度は3月補正後予算額、令和2年度は当初予算額、それ以外は決算額

※ 上段は元金償還金、下段は利子償還金
※ 数値は百万円未満四捨五入して表示 （単位：百万円）



H2
H3
H4
H5
H6
H7
H8
H9
H10
H11
H12
H13
H14
H15
H16
H17
H18
H19
H20
H21
H22
H23
H24
H25
H26
H27
H28
H29
H30
R1
R2
R3
R4
R5
R6
R7

39 39 39 38 37 36 35 34 32 31
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61 64 67 69 71 75
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120

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

公共下水道事業特別会計における公債費（借入金返済額）の推移（Ｈ２３～Ｒ２）

※ 令和元年度は3月補正後予算額、令和2年度は当初予算額、それ以外は決算額

※ 上段は元金償還金、下段は利子償還金
※ 数値は百万円未満四捨五入して表示 （単位：百万円）
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73
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Ｈ２からＨ２４の町債残高の推移
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H21
H22
H23
H24
H25
H26
H27
H28
H29
H30
R1
R2
R3
R4
R5
R6
R7
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R9
R10

324

307

289

271

252
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H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

漁業集落排水事業特別会計における町債残高の推移（Ｈ２３～Ｒ２）

※ 令和元年度は3月補正後予算額、令和2年度は当初予算額、それ以外は決算額
※ 数値は百万円未満四捨五入して表示

（単位：百万円）



Ｈ２からＨ２４の町債残高の推移

H2
H3
H4
H5
H6
H7
H8
H9
H10
H11
H12
H13
H14
H15
H16
H17
H18
H19
H20
H21
H22
H23
H24
H25
H26
H27
H28
H29
H30
R1
R2
R3
R4
R5
R6
R7
R8
R9
R10

1,961
1,966

1,981

1,993

2,021

2,039

2,049

2,059

2,073
2,080

1,900

1,950

2,000

2,050

2,100

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

公共下水道事業特別会計における町債残高の推移（Ｈ２３～Ｒ２）

※ 令和元年度は3月補正後予算額、令和2年度は当初予算額、それ以外は決算額
※ 数値は百万円未満四捨五入して表示

（単位：百万円）
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（会計編） （歳入編）

　町の収入及び支出を区分整理して、その関係
を明らかにするために設けられている一定の期
間を言います。
　町の会計年度は毎年4月1日に始まり、翌年3
月31日に終わります。

・特別会計

・会計年度

・歳入の項目

・町税

・歳入
　地方公共団体（町）の会計は、ひとつのもの
であることが原則です。しかし、町の事務は複
雑で多岐にわたっているため、ひとつの会計で
処理することとなれば、会計自体も複雑となっ
てしまい、財政の明確さを欠くため、一般会計
と特別会計に区分しています。

　町の会計の中心となるもので、町の基本的な
経費を経理する会計です。

・会計の区分

・一般会計

　歳入とは、町の一般会計及び特別会計の会計
年度における一切の収入を言います。

　特定の事業に係る歳入歳出を一般会計の歳入
歳出と区別して経理するための会計です。
　町には、現在、
　①国民健康保険事業
　②漁業集落排水事業
　③介護保険事業
　④公共下水道事業
　⑤後期高齢者医療
の5つの特別会計があります。

　町民のみなさんから納めていただく税金で
す。町税は、町民税、固定資産税、軽自動車
税、町たばこ税及び鉱産税で構成されていま
す。

・地方譲与税

　町の歳入は款項目節に区分されていて、その
区分は地方自治法施行規則で定められていま
す。

　国が徴収した税金を、一定の基準によって町
に譲与されるお金です。
　地方揮発油譲与税や自動車重量譲与税、森林
環境譲与税などがあります。

・特別交付税
　地方交付税総額の6％を占めるものです。特
別交付税は、普通交付税ではカバーできなかっ
た特別の財政需要や災害などが発生した際に特
別の財政需要の増加があったものについて、交
付されるものです。

・震災復興特別交付税
　東日本大震災からの復旧・復興事業に係る地
方負担分や地方税などの減収分について、通常
の特別交付税とは別枠で交付されるものです。

　国や県が徴収した税金などを、法律に定めら
れた割合により町に交付されるお金です。
　利子割交付金や配当割交付金、地方消費税交
付金などがあります。

・地方交付税
　所得税、法人税、酒税、消費税ぞれぞれの一
定割合の額と地方法人税の額で町が他の団体と
同様に等しくその行うべき事務を遂行できるよ
うに、国から交付されるお金です。
　地方交付税には、普通交付税と特別交付税の
2種類があります。

・普通交付税
　地方交付税総額の94%を占めるものです。普
通交付税は次の式で算出され、町に交付される
ものです。
　地方交付税　＝　基準財政需要額　－　基準
財政収入額
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・分担金及び負担金

・財産収入及び寄附金
　財産収入とは、町が持っている土地や建物の
財産を貸付たり、売り払ったりしたときの収入
を言います。また、町の基金が持っているお金
にかかる利息なども財産収入になります。
　寄附金とは、町に寄附のあったお金を指しま
す。

・繰入金
　繰入金とは、町が持っている基金や会計の間
でのやりとりのお金です。

・使用料及び手数料

・国庫支出金及び県支出金
　法律で定められた事業や、国や県から依頼さ
れて町で行っている事業に対して、国や県から
交付されるお金です。
　法律等で決まっている負担率がある場合に
は、負担金や補助金として交付され、国や県か
ら依頼される事業については委託金として交付
されます。

　分担金とは、数人又は町の一部に対し利益の
ある事業に関し、その必要な費用に充てるた
め、その事業により特に利益を受ける方からそ
の利益の限度に応じて徴収する費用です。例え
ば災害が起きた場合にその災害箇所が数人に
とって利益のある場所を復旧する際に徴収した
り、下水道事業において数人にとって利益のあ
る際に徴収したりするものです。
　負担金とは、町で行う一定の事業について特
別の利益関係を有する方が、その事業を行うの
に必要となる経費の全部又は一部を、その事業
を行って受ける利益の程度に応じて負担するお
金です。

　使用料とは、町の財産である建物や土地を利
用された方からその対価として料金を支払って
もらうお金です。例えば、町営住宅の使用料や
プールなどの施設を利用する使用料などを指し
ます。
　手数料とは、町が行っている事務で特定の方
のために提供するサービスに対して、その特定
の方から徴収するお金です。例えば、住民票や
戸籍謄本の交付に係る手数料や犬の注射に係る
手数料などを指します。

　繰越金は前の会計年度から今の会計年度に持
ち越ししたお金です。
　諸収入は、特定の歳入のための科目ではな
く、他の収入科目に含まれない収入をまとめた
ものです。例えば、町税の納付が遅れたときに
徴収する延滞金や、町の預金に対する利子、貸
付しているお金の返済金などです。

・繰越金及び諸収入

・町債（地方債）
　町が行う事業の資金を調達するための長期の
借入金です。
　町の歳出は、町債以外の歳入をもって賄うこ
とが原則とされていますが、災害や学校建設、
道路整備など臨時的に多額の出費を余議なくさ
れる場合には、町債により資金を調達すること
ができます。
　また平成13年度からは地方交付税の振替分と
して、臨時財政対策債という町債もあります。
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　歳出の性質別分類のひとつで、雨、風、洪
水、地震などの災害で被害を受けた施設や道路
を元の状態に復旧するための経費です。

・失業対策事業費
　歳出の性質別分類のひとつで、たくさんの失
業された方が出たときに対処して、町でその
方々に臨時的に就職の機会を作る経費です。

　歳出の性質別分類のひとつで、謝礼などの報
償費、各種団体への負担金や補助金、国へ納め
る税金などのための経費です。

・普通建設事業費
　歳出の性質別分類のひとつで、道路、学校、
庁舎などの公共施設を、新築や増築する際に係
る経費です。

・災害復旧事業費

　歳出の目的別分類のひとつで、道路維持や道
路の開設、河川の保持、町営住宅の管理建設の
経費を計上する分類です。

　歳出の性質別分類のひとつで、町が管理する
公共用施設等の効用を保全するための経費で
す。

・扶助費
　歳出の性質別分類のひとつで、社会保障の一
環として、老人福祉法、児童福祉法などに基づ
いて、扶助の必要な方に対してその方の生活を
維持するために支出される経費です。

・補助費等

（歳出編）

・労働費
　歳出の目的別分類のひとつで、失業対策上必
要な経費を計上する分類です。

　歳出とは、町の一般会計及び特別会計の会計
年度におけるいっさいの支出を言います。

・歳出の項目
　町の歳出は款項目節に区分されていて、その
区分は地方自治法施行規則で定められていま
す。
　款項目は、その経費が明確になるように目的
別に分けられていて、例えば町議会に係る経費
は議会費に計上するということになっていま
す。

・歳出の目的別分類

・歳出

・消防費
　歳出の目的別分類のひとつで、消火事務だけ
でなく災害の予防や防災活動に要する経費を計
上する分類です。

　歳出の目的別分類のひとつで、教育委員会の
活動に要する経費や小中学校に係る経費、社会
教育活動に要する経費を計上する分類です。

　町の歳出をその目的ごとに分けたもので、議
会費、総務費、民生費、衛生費、労働費、農林
水産業費、商工費、土木費、消防費、教育費、
公債費などに分類するものです。

・議会費
　歳出の目的別分類のひとつで、町議会の活動
に要する経費を計上する分類です。

・総務費
　歳出の目的別分類のひとつで、町の全般的な
管理事務、企画調整事務、地方公共団体の共通
経費などを計上する分類です。

・歳出の性質別分類

　歳出の性質別分類のひとつで、議員や職員の
旅費、特別職等の交際費、事務用品や光熱水費
などの需用費、郵便料金や電話料金などの役務
費、備品購入費、町の業務等を依頼する委託
料、土地の使用などに係る使用料及び賃借料、
給食などの原材料費などです。

　歳出の目的別分類のひとつで、町民のみなさ
んが健康で衛生的な生活環境を保持するための
経費を計上する分類です。

・農林水産業費
　歳出の目的別分類のひとつで、農業委員会の
活動に要する経費や、農業、林業、水産業の振
興に必要な経費を計上する分類です。

・商工費
　歳出の目的別分類のひとつで、商工業の振興
や観光事業に要する経費を計上する分類です。

・土木費

・教育費

・民生費

・公債費
　歳出の目的別分類のひとつで、借入金の返済
に要する経費を計上する分類です。

・維持補修費

　歳出の目的別分類のひとつで、町民のみなさ
んが一定水準の生活と安心した社会生活を保障
するのに必要な経費を計上する分類です。

・衛生費

　町の歳出を、その経済的性質を基準として、
人件費、物件費、維持補修費、扶助費、補助費
等、普通建設事業費、災害復旧事業費、失業対
策事業費、公債費、積立金、投資及び出資金、
貸付金、繰出金及び前年度繰上充用金に分類す
ることを、性質別分類と言います。

・人件費
　歳出の性質別分類のひとつで、町議会議員の
報酬や各種委員報酬、特別職給与、一般職給
与、共済組合負担金、恩給及び退職年金、災害
補償費、退職手当組合負担金など、勤労の対
価、報酬として支払われる一切の経費です。

・物件費
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・減債基金

・定額運用基金
　歳出の性質別分類のひとつで、奨学資金のよ
うに町が直接的もしくは間接的に町民のみなさ
んの福祉増進を図るため、お金を貸し付ける経
費です。

・投資及び出資金

　特定の目的のために定額の資金を運用するた
めの基金を言います。

・積立金
　歳出の性質別分類のひとつで、基金へ積み立
てをするための経費です。言わば貯金をするた
めの経費です。

（基金編）

　歳出の性質別分類のひとつで、町が借入した
町債の元金とそれに係る利子の返済のための経
費です。

・公債費 ・基金
　町が条例で定めて、特定の目的のために
財産を維持し、資金を積み立て、又は定額
の資金を運用するために設けることができ
る資金又は財産のことを言います。
　町には、令和2年度時点で、一般会計で管
理している財政調整基金、減債基金、地域
福祉基金、公共下水道償還基金、公共用地
取得基金、東日本大震災復興基金、肉用牛
導入事業基金、森林環境譲与税基金、特別
会計で管理している国民健康保険特別会計
財政調整基金、介護保険給付費準備基金が
あります。

　町債（地方債）の償還や償還期限を繰り上げ
て町債の償還を行うために積み立てている基金
です。

・繰出金

　歳出の性質別分類のひとつで、投資は、町が
持っている現金などの財産を株式などにして持
つことで、有利な運用をするための経費です。
　出資金は、特定の法人や他の事業を実施して
いる地方公共団体へ出資するための経費です。

・貸付金

・財政調整基金

・特定目的基金
　特定の目的のために財産を維持し、資金を積
み立てるために設置される基金を言います。

　会計年度経過後、その会計年度の歳入が歳出
より不足する場合は、翌年度の歳入を繰り上げ
て、その年度の歳入に充てる経費を言います。
　つまり、その年度でお金が足りないため、次
の年度のお金を前借することを言います。

　歳出の性質別分類のひとつで、一般会計と特
別会計の間で支出される経費です。

・前年度繰上充用金

　経済の不況などによる大幅な税減収のような
予期しない収入の減少や、災害の発生などによ
る思いがけない支出の増加に備え、長期的な視
野に立った計画的な財政運営を行うために、町
の年度間の不均衡を調整するための基金です。
　条例の中では、その年度での剰余金の2分の1
を超える額を積み立てることになっています。
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　町の一般財源の標準的な規模を示すもので次
の計算式で算出した金額です。
標準財政規模　＝　標準税収入額等　＋　普通
交付税交付額　＋　臨時財政対策債発行可能額

・赤字団体

　歳入の決算額から歳出の決算額を単純に差し
引いた額を言います。つまり、
歳入の決算額＞歳出の決算額の場合は黒字
歳入の決算額＜歳出の決算額の場合は赤字
ということになります。

・翌年度へ繰り越しすべき財源
　その年度で事業が完了できないため、次の年
度に事業を繰り越して実施しなければならない
状態になったときなどに、その事業のために繰
り越した一般財源の予算を言います。

　歳入は、毎年度決まって入ってきて安定的に
確保できる収入の経常的収入と、一時的に収入
される臨時的収入があります。
　経常的収入は、町税や地方交付税の普通交付
税が代表的なもので、経常的収入が多ければ多
いほど、町の歳入構造は安定的であると言えま
す。

（その他の用語編）

・形式収支 ・一般財源及び特定財源

・実質収支

・経常一般財源
　毎年度決まって入ってくる経常的収入のう
ち、その使途が特定されない何にでも充てるこ
とができるお金です。

・自主財源及び依存財源

　地方交付税の普通交付税の算出の時に基礎と
なるもので、町の財政力を合理的に測定するた
めに、標準的な状態で徴収が見込まれる税収入
（例えば町税や地方譲与税など）を算出したも
のです。

　歳入は、使途でその性質を区分することがで
き、一般財源と特定財源に区分されます。
　一般財源は、財源の使途が特定されない、言
わば何にでも充てることができるお金です。通
常、町税、地方譲与税、各種交付金、地方交付
税などが一般財源の主なものです。
　特定財源は、一般財源と相反して財源の使途
が特定されているお金です。主に、国庫支出
金、県支出金、分担金及び負担金、使用料及び
手数料、町債などが特定財源の主なものです。

・経常的収入及び臨時的収入

・標準税収入額等
　地方交付税の普通交付税の算出の時に計算さ
れる金額で、町に標準的に収入される税や交付
金を計算したものです。

・基準財政需要額

・投資的経費

　地方交付税の普通交付税の算出の時に基礎と
なるもので、町が合理的かつ妥当な水準におけ
る各行政項目（例えば福祉や教育など）を行う
ために必要な財政需要の金額のことです。

・基準財政収入額

　町の決算で実質収支が赤字の団体を指しま
す。つまり、形式収支が黒字でも実質収支が赤
字になっていれば、赤字団体であることになり
ます。

・標準財政規模

　形式収支から翌年度へ繰り越しすべき財源を
引いた金額を言います。
　町は営利を目的に存在するわけではないの
で、この実質収支が多すぎても財政運営がよい
状態であるとは言えません。

　町の支出の効果が資本形成につながって、道
路や学校などの施設などがストックとして将来
に残るものに支出される経費です。
　歳出の性質別分類の普通建設事業費、災害復
旧事業費、失業対策事業費が投資的経費とされ
ています。

・その他の経費
　町の歳出のうち、義務的経費と投資的経費以
外の一切の経費です。
　歳出の性質別分類の物件費、維持補修費、補
助費等、積立金、投資及び出資金、貸付金、繰
出金、前年度繰上充用金がその他の経費とされ
ています。

　歳入は、町が自主的に収入することができる
自主財源と、国や県から交付されたり借金した
りしたものを依存財源と言います。
　自主財源は、町税、分担金及び負担金、使用
料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰
越金、諸収入の一部などを指します。
　依存財源は、地方譲与税、各種交付金、地方
交付税、国県支出金、町債などを指します。
　自主財源が多ければ多いほど、自由度が高い
財政運営をすることができます。

・義務的経費
　町の歳出のうち、その支出が義務付けられ簡
単に節減できない経費です。
　歳出の性質別分類の人件費、扶助費、公債費
が義務的経費とされています。
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　町の財政力を示す指標として使われます。
　財政力指数は、普通交付税の算出の時に使う
基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た
数値の過去3年間の平均値を指します。
　この財政力指数が1を超える場合には、普通
交付税が交付されない不交付団体となって、そ
の超えた分は標準的な水準を超えた行政を行う
ことができます。

・基礎的財政収支
　町債などの借入金を除いた税収などによる歳
入から、町債の元利払い費など、過去の借入金
返済に要する経費を除いた歳出を引いたものの
ことです。この収支が均衡するとは、現世代の
町の財源に対する負担と、町の支出による受益
とが等しくなることを意味します。

　町が借金をしたら毎年度元金の償還と利子の
支払をしていくことになりますが、この償還と
支払の金額を公債費と言います。実質公債費比
率は、一般会計はもちろんのこと、特別会計の
借金の返済や他の市町村と構成している一部事
務組合の借金の返済に対する町の負担も公債費
として計算する指標です。
　実質公債費比率が18％以上となる団体は、地
方債の起債に当たって許可が必要であり、実質
公債費比率25％以上の団体については、一定の
地方債の起債が制限され、35％以上の団体につ
いては、さらにその制限の度合いが高まること
になります。

・財政力指数

　経常的経費の反対に用いる言葉で、一時的、
偶発的に支出される経費、つまり毎年ではなく
その年だけ支出されるような規則性のない経費
のことを言います。おおまかに言えば、普通建
設事業費、災害復旧事業費といった建設に係る
経費や、選挙などのような何年かに1度しかな
いものなどの経費を指します。

・経常収支比率
　町の財政構造の弾力性を測定する比率です。
　この比率は人件費、扶助費、公債費などの義
務的性格の経常的経費に、町税、地方交付税な
どの経常一般財源がどの程度充てられているか
で計算することができます。
　この数値が高まると、財政構造が弾力性を失
いつつあると考えられます。

・実質公債費比率

・将来負担比率
　今後町が将来にわたり一般会計と特別会計、
一部事務組合などで負担しなければならない金
額を、標準財政規模から普通交付税に算入され
た公債費などを差し引いて得た額で除した数値
を言います。

・実質収支比率
　標準財政規模に対する実質収支の額の割合の
ことを言います。
　この数値が高すぎても、財政運営がよい状況
であるとは言えません。

・経常的経費
　年々持続して固定的に支出される経費、つま
り、毎年決まって支出される経費のことを言い
ます。おおまかに言えば、人件費、物件費、維
持補修費、扶助費、補助費等、公債費、繰出金
のうち一部臨時的な支出を除いた金額です。

・臨時的経費

・実質赤字比率
　一般会計において、繰上充用金や次の年度に
支払いを繰延した額などの実質的な赤字額が、
標準財政規模に対してどの程度の割合であるか
を示す指標です。

・連結実質赤字比率
　一般会計と全ての特別会計において、繰上充
用金や次の年度に支払いを繰延した額などの実
質的な赤字額が、標準財政規模に対してどの程
度の割合であるかを示す指標です。
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